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はじめに
手形法条本文は ｢為替手形ニ依リ請求ヲ受ケタル者ハ振出人其ノ他
所持人ノ前者ニ対スル人的関係ニ基ク抗弁ヲ以テ所持人ニ対抗スルコト
ヲ得ズ｣ と規定し, 同条但書は ｢但所持人ガ其ノ債務者ヲ害スルコトヲ
知リテ手形ヲ取得シタルトキハ此ノ限ニ在ラズ｣ と規定している｡ そし
て, 手形法学上, 前者の本文は ｢人的抗弁の切断｣・｢人的抗弁の制限｣・
｢人的抗弁の遮断｣ を, 後者の但書は ｢悪意の抗弁｣ を規定している,
といわれている｡
この手形法条を巡っては, 多く問題が裁判上争われ, 学説上も, こ
｢人的抗弁の制限後における悪意者の手形取得と人的抗弁の対抗｣
(新里)
()
れまで検討されてきた
(１)
｡ この多くの問題の中で, 最高裁の判決の相互間
に, 理論的な一貫性が欠如している, または, 矛盾が生じている, とい
う批判
(２)
がなされている問題がある｡ それは, ｢人的抗弁の制限後におけ
中京法学巻３・４号 (年) ()
(１) 手形法条に関しては, 本稿で検討する問題の他, 以下のような問題が
ある｡ なお, 以下のテーマについては, 神田秀樹＝神作裕之編 『手形小切
手判例百選 [第７版]』 (有斐閣, 年) を使用した｡
① ｢当事者間における原因関係無効の抗弁｣ に関して最高裁昭和年１
月日第１小法廷判決 (民集	巻１号頁, 判時
号頁, 判タ号
頁), ② ｢融通手形の抗弁と第三者｣ に関して最高裁昭和年７月日第
３小法廷判決 (民集巻７号	頁, 判時号頁, 金判号
頁), ③
｢悪意の抗弁の成立｣ に関して大審院昭和年６月日第２民事部判決
(民集巻	号)・最高裁昭和年５月日第３小法廷判決 (民集９巻６
号	頁)・最高裁平成７年７月日第２小法廷判決 (判時号頁,
判タ	号
頁, 金判	号３頁), ④ ｢悪意の抗弁と重過失｣ に関して最
高裁昭和年月日第３小法廷判決 (民集巻号頁, 判時号
頁, 金判号	頁), ⑤ ｢振出し・裏書の原因関係がともに消滅した場
合と人的抗弁の対抗｣ に関して最高裁昭和年７月
日第１小法廷判決
(民集巻７号頁, 判時
号頁, 判タ号
頁), ⑥ ｢手形金の
請求と権利の濫用｣ に関して最高裁昭和年月日大法廷判決 (民集
巻号	頁, 判時号頁, 判タ号頁)｡
(２) 本文の問題意識から, ｢属人性理論｣ を用いて理論構成の一貫性を追求
した論稿として, 安倍正三 ｢判解｣ 最高裁判所判例解説民事編事件
頁以下, 同 ｢手形所持人の前者の善意と人的抗弁―属人性理論の実務的再
認識―｣ 判タ号 (年) 頁以下, 上田宏 ｢手形所持人の前者の善
意と人的抗弁―人的抗弁の反省の契機として―｣ 手形研究号 (
年)
６頁以下, 田邊光政 ｢手形流通の法解釈｣ (晃洋書房, 	年) ～

頁 (以下, ｢(流通)｣ と記す), 同 ｢人的抗弁制限後の手形取得者の地位｣
	号 (	年) 頁以下 (以下 ｢｣ と記す) がある｡
また, 本稿のテーマを含む手形抗弁を再検討する論稿として, 伊藤壽英
｢手形抗弁権の構造｣ 『現代企業法の理論と実務』 (高窪利一先生還暦記念
論文集編集委員会, 経済法例研究会, 年) 	頁以下, 土橋正 ｢人的抗
弁の 『切断』 について｣ 青法巻４号 (	年) 頁以下 (以下, ｢(青法)｣
と記す), 同 ｢人的抗弁 『切断』 論についての一試論｣ 『田中誠二先生米寿
記念 『現代商事法の重要問題』 (	年) 頁以下 (以下, ｢(田中)｣ と
記す), 長谷川雄一 ｢人的抗弁の属人性｣ 愛知大学法経論集法律篇	号
る悪意者の手形取得と人的抗弁の対抗｣ の問題である｡ すなわち, ①
｢善意者介在後における悪意者の手形取得と人的抗弁の対抗｣ に関する
昭和年５月１日第三小法廷判決
(３)
, ② ｢戻裏書による手形の再取得と人
的抗弁の対抗｣ に関する昭和年４月９日第二小法廷判決
(４)
, ③ ｢いわゆ
る交換手形と悪意の抗弁｣ に関する昭和年４月日第一小法廷判決
(５)
,
④ ｢保証人による手形の買戻しと抗弁の対抗｣ に関する昭和年９月
日第一小法廷判決
(６)
である｡
たしかに, これらの問題に関しては, 多くの先行研究があり, したがっ
て, この問題を取り上げるのは時代遅れであるとの印象を否めないし,
また, そのような批判を受けるかもしれない｡ しかし, この問題を検討
する現代的意義は依然として存在すると考える｡ その理由は, 以下の２
｢人的抗弁の制限後における悪意者の手形取得と人的抗弁の対抗｣
(新里)
()
(	年) １頁以下, 林 ｢手形の再取得と人的抗弁―償還による受戻の
場合を中心として―｣ 北大法学論集
巻 (	年) １・２号	頁以下,
永井和之 ｢手形行為の無因性および文言性｣ 河本一郎＝高窪利一＝小橋一
郎＝倉沢康一郎編 『現代手形小切手法講座第２巻』 (成文堂, 年) 
頁以下, 福岡博之 ｢手形の再取得と人的抗弁｣ 関西大学法学論集巻２･
３･４号 (	年) ～
頁 [『教材 現代手形法学』 (法律文化社, 		
年) 所収], 丸山秀平 ｢善意者の介在と悪意の抗弁｣ 野津務先生追悼論文
集 『商法の課題とその展開』 (成文堂, 年) 頁以下がある｡
(３) 民集
巻５号頁, 判時号
頁, 金判号頁｡ 近時の評釈と
して, 藤田勝利 『手形小切手判例百選 [第６版]』 (有斐閣, 年) 
頁
以下, 行澤一人 『手形小切手判例百選 [第７版]』 (有斐閣, 年) 	頁
以下がある｡
(４) 民集巻３号
頁, 判時号頁, 判タ
号頁｡ 近時の評釈とし
て, 黒沼悦郎 『手形小切手判例百選 [第６版]』 (有斐閣, 年) 頁以
下, 同 『手形小切手判例百選 [第７版]』 (有斐閣, 年)
頁以下がある｡
(５) 民集巻３号	頁, 判時	号
頁, 判タ号	頁｡ 近時の評釈とし
て, 川島いずみ 『手形小切手判例百選 [第６版]』 (有斐閣, 年)頁以
下, 同 『手形小切手判例百選 [第７版]』 (有斐閣, 年) 
	頁以下がある｡
(６) 判時	
号頁, 金判
号頁, 金法	号頁｡ 近時の評釈として,
菊池雄介 『手形小切手判例百選 [第６版]』 (有斐閣, 年) 頁以下,
同 『手形小切手判例百選 [第７版]』 (有斐閣, 年) 頁以下がある｡
点である｡
第１に, 手形取引の当事者間に存する利害の合理的調整, 手形取引の
安定のためである｡ 手形法条は, 手形法の理念, すなわち, 手形の支
払性の確保ないし強化, および, 手形の流通性の確保ないし強化を体現
する手形法上重要な制度である｡ この制度に関する問題点の解決のため
の考え方に理論的一貫性の欠如, 矛盾の存在があることは, 上記の手形
法の理念を阻害することになる｡ その結果, 手形取引の当事者間に存す
る利害の合理的調整が図られず, 手形取引の安定の実現ができなくなる
からである｡
第２に, 電子手形の利用の促進である｡ ｢電子記録債権法
(７)
｣ は, 条
１項本文において, ｢発生記録における債務者又は電子記録保証人 (以
下 ｢電子記録債務者｣ という｡) は, 電子記録債権の債権者に当該電子
記録債権を譲渡した者に対する人的関係に基づく抗弁をもって当該債権
者に対抗することができない｡｣ と, 同項但書において, ｢ただし, 当該
債権者が, 当該電子記録債務者を害することを知って当該電子記録債権
を取得したときは, この限りではない｡｣ と規定している｡ そして, 
条１項は, 手形法条に倣った規定であると理解されており, 手形法学
上の議論が当てはまるものとされている
(８)
｡ したがって, 手形法における
中京法学巻３・４号 (年) ()
(７) ｢電子記録債権法｣ は, 第回通常国会において(平成) 年６
月日に成立し, 同月日に法律第号として公布された｡ 同法の施行
期日は, 附則において公布後１年６月を超えない範囲と定められ, 	
(平成) 年月１日に施行された｡
｢電子記録債権法｣ に関する概説書としては, 池田真朗＝太田譲編著
『解説 電子記録債権法』 (弘文堂, 年), 全国銀行協会電子記録債権機
関設立準備室 『図解 全銀協の電子記録債権機関 『でんさいネット』 によ
る電子記録債権の実務Ｑ＆Ａ』 (銀行研修社, 年), 始関正光＝高橋康
文編著 『一問一問 電子記録債権法』 (商事法務, 	年), 田路至弘編著
『わかりやすい電子記録債権法』 (商事法務, 年), 萩本修＝仁科秀隆
編著 『逐条解説・電子記録債権法―債権の発生・譲渡・消滅等』 (商事法
務, 年) 等がある｡
議論は, 電子手形の利用の促進し, 電子手形取引の当事者間に存する利
害の合理的調整に資すると考えるからである｡
そこで, 本稿では, 第１章で最高裁および通説の判断である ｢善意者
地位承継説｣
(９)
の問題点を, 第２章で ｢裏書の本質｣ を, 第３章で ｢人的
抗弁の承継｣ を, 第４章で ｢手形法条の理論的分析｣, 第５章で ｢善
意者介在後における悪意の手形取得者と人的抗弁の対抗｣, 第６章で
｢戻裏書による手形取得と人的抗弁の対抗｣ を検討する｡
結論を先に述べると, 裏書の本質については ｢債権承継説｣, 人的抗
弁の承継については ｢人的抗弁承継肯定説｣, 手形法条本文の内容な
いし趣旨としては ｢政策説｣ を前提とする ｢人的抗弁不対抗説｣, 理論
的根拠としては ｢権利外観理論｣, 条但書の悪意の抗弁の性質につい
ては前者間に存在する ｢人的抗弁承継肯定説｣ を採用すべきであると考
える｡ そのうえで, ｢善意者介在後における悪意者の手形取得と人的抗
弁の対抗｣ および ｢戻裏書による手形取得と人的抗弁の対抗｣ の論点に
ついては, 判例および通説のように, 両者の問題を別々の問題と捉える
のではなく, ｢人的抗弁の制限後における手形の悪意取得者と人的抗弁
の対抗｣ という理論上統一して検討すべき問題事例と捉え, ｢人的抗弁
不対抗説｣ の基本的発想を取り入れて, 最高裁および通説の考え方にあ
ると評される矛盾ないし理論の一貫性欠如を排除ないし回避することを
模索した｡
なお, 人的抗弁については, 手形理論とかかわりで, その内容ないし
範囲について種々の捉え方があるが, 本稿では, 人的抗弁を, 手形債権
の成立には問題がなく原因関係に瑕疵がある場合における原因関係に関
する抗弁として, 議論を展開することとする｡
｢人的抗弁の制限後における悪意者の手形取得と人的抗弁の対抗｣
(新里)
()
(８) 池田＝太田・前掲注 (７) 書７～８頁・～頁, 田路・前掲注 (７)
書～頁･～頁, 萩本＝仁科･前掲注 (７) 書３～４頁・～頁
(９) ｢善意者地位承継説｣ という名称は, 田邊・前掲注 (２) 論文 (	
)
頁以下より引用した｡
第１章. 最高裁の判断の問題点
第１. ｢善意者介在後における悪意者の手形取得と人的抗弁の対抗｣ ―
最高裁昭和37年５月１日第３小法廷判決―
１. 事案
(10)
Ａは, 昭和年５月日, 金額を万円, 満期を同年７月日とす
る約束手形１通 (以下, ｢本件手形｣ と記す) を受取人白地で振り出し,
その頃, ＡのためＣ紡績株式会社 (以下, ｢Ｃ会社｣ と記す) から綿糸
の買付けを斡旋していたＢ繊維工業株式会社 (以下, ｢Ｂ会社｣ と記す)
に対し, 上記綿糸の買付代金の支払いに充てるため預けた｡ しかし, 上
記買付は不調に終わり, 本件手形を振出人Ａに返還すべきところ, Ｂ会
社は, 本件手形を白地式裏書により株式会社Ｄ商店 (以下, ｢Ｄ会社｣
と記す) に譲渡し, 次いで, Ｄ会社は昭和年６月日頃, 本件手形を
米国人Ｅに譲渡した｡ Ｅは, 本件手形をＸ (原告・控訴人・被上告人)
に譲渡し, Ｘは白地部分を補充して所持していた｡ なお, Ｙ相互銀行
(被告・被控訴人・上告人) Ｆ支店長Ｐは, 行則では手形保証を禁止さ
れていたのにＹ相互銀行を代理して, 昭和年５月日, 振出人Ａのた
めに本件手形に手形保証をなした｡ Ｘは手形所持人として満期に支払場
所に手形を呈示したが, 支払拒絶されたので, 手形保証人であるＹ相互
銀行に対し手形保証債務の履行を求めて提訴した｡
第１審判決
()
は, Ｘが本件手形が事故手形であることを知りつつ取得し
た悪意の手形取得者であることを理由にＸの請求を棄却した｡
Ｘが控訴した｡ これに対して, Ｙ相互銀行は, Ｙ相互銀行Ｆ支店長Ｐ
は本件手形保証をなすについてＹ相互銀行を代理する権限がなく, かつ
Ｘは当該事実を知って本件手形を取得したものであること, かりに当該
事実を知らなかったとしても, Ｙ相互銀行において昭和年５月日,
中京法学	巻３・４号 (
年) ()
() 事案および判旨について, 藤田・前掲注 (３) 頁および行澤・前掲注
(３) 
頁を参考にした｡
() 奈良地判言渡年月日不詳民集巻５号頁｡
日本経済新聞紙上にＰの本件手形保証行為はその権限外の行為で無効で
ある旨を公告した (以下, 本件公告と記す) のであるから, Ｘに重大な
過失が認められ, Ｙ相互銀行はＸに対して手形保証の責任はないと主張
した｡
原判決は
()
, 以下のように判示して, 第１審判決を取消し, 控訴を認容
した｡ すなわち, Ｐは表見支配人としてＹ相互銀行に代わりＹ相互銀行
Ｆ支店の営業に関する一切の裁判外の行為をなす権限を有するものとみ
なすべく, また本件手形保証は一般に同支店の営業に関する行為に包含
せられるものと解されるから, Ｙ相互銀行の行則によって同支店長に対
して手形保証を含む一切の保証をなすことを禁止していたとしても, 当
該代理権の制限を善意・無重過失の第三者に対抗しえないものと解すべ
きである｡ そして, 本件手形上受取人と記載せられたＢ会社はもちろん,
同会社から白地式裏書により本件手形を譲り受けたＤ会社が当該代理権
の制限を知って本件手形を取得したことを認めるべき証拠は何もない｡
また, ＰがＹ相互銀行のような相互銀行の支店長だからといって, 手形
保証をなす権限のないことが一般取引界の実情に照らして明白だとはい
いがたいこと, また本件公告についても, すべての経済関係者が日本経
済新聞を購読すべき筋合いのものでなく, かつ購読していたとしてもす
べての記事に注意すべきものではないから, 本件公告をしたことによっ
て当該代理権の制限を知らなかったことに重大な過失があるものともな
しがたい, と判示した｡
そこで, Ｙ相互銀行は, (旧) 商法条２項 (会社法条但書) にい
う ｢相手方｣ とは, 手形行為の直接の相手方のみならず以降の手形の第
三取得者も包含するのに原判決はその解釈を誤った違法があり, また,
原判決が (旧) 商法条 (会社法条) のみにより判決し, 手形法条
につき判示しなかった違法があるとして, 上告した｡
｢人的抗弁の制限後における悪意者の手形取得と人的抗弁の対抗｣
(新里)
()
() 大阪高判昭和年月９日下民集５巻号頁｡
２. 判旨
上告棄却｡
(1). 表見支配人について
｢原判決は (旧) 商法条 (会社法条) に違反するというが, (旧)
商法条 (会社法条) は, 支配人でない使用人であって本店または支
店の営業の主任者であることを示す名称を附した者は, これをその本店
または支店の支配人と同一の権限を有するものとみなす旨の規定であっ
て, 本件のＰのようにＹ相互銀行支店の支店長であって, その営業に関
する包括的代理権を有し, ただその権限に制限のある者に対し適用され
るべき法規ではない｡ 本件の場合は, むしろ, (旧) 商法条３項 (会
社法条３項) の適用が問題となろう｡｣
(2). 支配権の制限について
｢しかし, 同条項は, 支配人の代理権に加えた制限は第三者が悪意で
ある限り如何なる場合にもこれを対抗しうる旨を定めるものではなく,
本件のように適法にＹ相互銀行に対する手形上の権利を取得したＤ会社
より右手形上の権利を承継したＸは, (旧) 条３項 (会社法条３項)
の適用によってＹ相互銀行に対する手形上の権利を取得したものではな
いから, 右承継に際し, たといＰの代理権の制限につき悪意であっても,
これをもって (Ｙ相互銀行が) Ｘに対抗しえないことはいうまでもない｡｣
(3). 手形法17条について
｢所論は, 原判決は手形法条の適用につき判示せずまた同条の解釈
を誤った違法があるという｡ しかし手形法条但書は, 手形債務者が手
形所持人の前者に対し人的抗弁をもって対抗しえた場合に, 手形所持人
が害意をもって手形を取得したときは, これに対しても右人的抗弁をもっ
て対抗しうる旨の規定であって, 手形所持人の前者が善意であるため,
手形債務者がこれに対し人的抗弁を対抗しえない場合においても, その
前者の地位を承継した手形所持人に対しその悪意を云為して右人的抗弁
中京法学巻３・４号 (	年) ()
の対抗を許すものと解すべきではない
()
｡｣
第２. ｢戻裏書による手形の再取得と人的抗弁の対抗｣ ―最高裁昭和40
年４月９日第２小法廷判決―
１. 事案
(14)
Ｙ会社 (被告・被控訴人・上告人) は訴外Ａ会社に宛てて, 約束手形
(以下, 本件手形を記す) を振り出し, Ａ会社は訴外Ｂ会社に, Ｂ会社
は訴外Ｃ銀行に本件手形を裏書譲渡した｡ ところが, Ｂ会社は解散した｡
そこで, Ｃ銀行は, Ｂ会社に対し, 手形取引を終了させるため, 再譲渡
したい旨の申入れをした｡ Ｂ会社はこのＣ銀行からの申入れに応じて本
件手形を戻裏書により再取得し, さらに本件手形をＸ (原告・被控訴人・
被上告人) に裏書譲渡した｡ Ｘは, Ｙ会社に対して手形金を請求した｡
Ｙ会社は, このＸの請求に対して, 次のように抗弁した｡ [] 本件手
形は, Ｙ会社がＡ会社との売買契約上の代金支払のために振り出したも
のであるが, Ｂ会社は, 当時すでにＡ会社の資産状態が悪く, 上記売買
契約が結局不履行により解消されるに至るべきことを知りながら, Ａ会
社から本件手形の裏書譲渡を受けた悪意の取得者であり, Ａ会社が倒産
するに及んで, その不履行が確定したのであるから, Ｙ会社はＢ会社に
対して本件手形の支払義務がない｡ [] Ｘは隠れた取立委任裏書により
Ｂ会社から本件手形を譲り受けた者であり, Ｙ会社はＸに対して []
の抗弁をもって対抗しうるし, かりに隠れた取立委任裏書でなかったと
しても, Ｘは [] の事情を知りながら本件手形を取得した悪意の手形
取得者である｡
｢人的抗弁の制限後における悪意者の手形取得と人的抗弁の対抗｣
(新里)
()
() 同旨, 前橋地裁高崎支判昭和年５月日判時号頁, 大阪地判昭
和	年９月日金法号頁｡ 善意者である裏書人より期限後裏書によっ
て手形を譲り受けた場合にも, 同旨とする裁判例として, 最判昭和年９
月７日民集巻９号
	頁, 大阪高判昭和年３月日金法号頁｡
() 事案および判旨について, 黒沼・前掲注 (４) 
頁および同・前掲注
(４) 頁を参考にした｡
第１審判決
()
は, Ｘの請求を棄却した｡ そこで, Ｘが控訴した｡
控訴審判決
()
は, 最判昭和年５月１日を引用しつつ, たとえＹ主張の
事由があり, Ｂ会社がその事由を知ってＡ会社から本件手形を取得した
としても, Ｂ会社からＣ会社が善意で取得した以上, Ｃ会社の有する手
形上の権利をそのまま承継取得したＢ会社やＢ会社から手形の裏書譲渡
を受けたＸに対して, Ｙ会社主張の事由をもって本件手形金の支払を拒
絶することはできないと判示して, 原判決を取り消した｡ そこで, Ｙ会
社が上告した｡
２. 判旨
破棄差戻し｡
｢手形の振出人が手形所持人に対して直接対抗し得べき事由を有する
以上, その所持人が該手形を善意の第三者に裏書譲渡した後, 戻裏書に
より再び所持人となった場合といえども, その手形取得者は, その裏書
譲渡以前にすでに振出人から抗弁の対抗を受ける地位にあったのである
から, 当該手形がその後善意者を経て戻裏書により受け戻されたからと
いって, 手形上の権利行使について, 自己の裏書譲渡前の法律的地位よ
りも有利な地位を取得すると解しなければならない理はない｡ それ故,
本件にあっては, 振出人たるＹ会社は, 戻裏書により再び所持人となっ
たＢ会社に抗弁事由を対抗できるものといわねばならず, Ｂ会社からＸ
に対する裏書譲渡が隠れた取立委任によるものであるとすればＸに対し
てもこれを対抗しうることになるわけである｡｣
中京法学巻３・４号 (	年) ()
() 東京地判昭和年月日民集 [参] 巻３号頁｡
() 東京高判昭和
年	月
日民集 [参] 巻３号頁｡
第３. ｢いわゆる交換手形と人的抗弁の対抗｣ ―最高裁昭和42年４月27
日第１小法廷判決―
１. 事案
(17)
Ｙ会社 (被告・控訴人・上告人) が振り出した約束手形５通～
(以下, 本件手形と記す) は, いわゆる交換手形の特約, すなわち, Ｙ
会社と訴外Ａ会社が互いに融通のため満期を数日ずらして同金額の約束
手形を交換的に振り出したものの一部であり, かつ, Ｙ会社とＡ会社の
間には, Ａ会社がその振り出した約束手形を支払ったときはＹ会社も本
件手形を支払い, もしＡ会社がその振り出した約束手形の支払をしない
ときは, Ｙ会社もその振り出した本件手形の支払をしない旨の特約があっ
た｡ これらの本件手形のうち, の約束手形は, 受取人Ａ会社からＢ
銀行に裏書譲渡され, Ｂ銀行が満期に呈示したが支払を拒絶されたので,
Ａ会社が戻裏書によって譲り受け, Ｘ (原告・被控訴人・被上告人) に
期限後裏書によって譲渡した｡ の手形は, Ｘが保証人的立場でＡ会
社から裏書譲渡を受けて, 金融を得るためにＣ金庫に裏書譲渡し, Ｃ金
庫がＢ銀行に取立委任裏書をして満期に支払場所に呈示したが, 支払を
拒絶されたため, ＸがＣ金庫に手形金を償還して日付を記載せずに裏書
譲渡を受けた｡ の手形は, 受取人Ａ会社から, Ｂ銀行→Ａ会社→Ｘと
満期前に裏書譲渡された｡ このようにして, いずれの手形もＸが所持人
となってＹ会社に支払を請求した｡
Ｙは, 本件手形は特約のある交換手形であるところ, ＸはＡ会社の取
締役であるから, かりに本件手形を取得したものとすればＹ会社を害す
ることを知って本件手形を取得したものであるなどと主張した｡
第一審
()
は, Ｘが各本件手形の取得当時, 本件手形が融通手形であるこ
と知っていたとの事実を認めるに足る的確な証拠がないなどとして, Ｘ
｢人的抗弁の制限後における悪意者の手形取得と人的抗弁の対抗｣
(新里)
()
() 事案および判旨について, 川島・前掲注 (５) 頁および同・前掲注
(５) 頁を参考にした｡
() 大阪地判昭和年５月日民集巻３号頁｡
の請求を認容した｡ 控訴審
()
も, Ｙ会社の控訴を棄却した｡
Ｙ会社は, Ａ会社とＸが同一またはこれに準ずる関係にあるものと看
做されるべきことなどを主張して, 上告した｡
２. 判旨
一部上告棄却, 一部破棄差戻し (の手形については, 交換的に振
り出された約束手形が決済されたとの原判決の認定に基づいて, Ｙ会社
の上告を棄却した｡ ～の手形については, 以下のように述べて原判
決を破棄差戻しした)｡
｢甲, 乙両当事者が, 相手方を受取人とし, 交換的に同金額の約束手
形を, その受取人に金融を得させるためのいわゆる融通手形として, 振
出し (いわゆる交換手形, 或いは書合手形), 各自が振出した約束手形
はそれぞれ振出人において支払をするが, もし乙が乙振出の約束手形の
支払をしなければ, 甲において甲振出の約束手形の支払をしない旨約定
した場合, 乙が乙振出の約束手形の支払をしなかったときは, 甲は, 交
換手形に関する右約定および乙振出の約束手形の不渡り, 或いは, 不渡
りになるべきことを知りながら, 甲振出の約束手形を取得した者に対し,
いわゆる悪意の抗弁をもって対抗することができるものと解するのが相
当である｡｣
第４. ｢保証人による手形の買戻しと人的抗弁の対抗｣ ―最高裁昭和52
年９月22日第１小法廷判決―
１. 事案
(20)
Ａ会社の本店所在地は同社の代表取締役であるＸ１ (原告・控訴人・
上告人) の住所と同一の場所であって, 同社の取締役は全員Ｘ１と同じ
中京法学巻３・４号 (年) ()
() 大阪高判昭和年月７日民集巻３号頁｡
() 事案および判旨について, 菊池・前掲注 (６) 頁および同・前掲注
(６) 頁を参考にした｡
姓を称しており, かつ同社の資本金は万円であって比較的小規模
である｡ Ａ会社はかねてＢ銀行と手形貸付, 手形割引等の銀行取引を行っ
ており, その代表者であるＸ１および同人の三女であるＸ２ (原告・控訴
人・上告人) は, 上記取引上のＡ会社の債務につき連帯保証をしていた｡
Ｙ会社 (被告・被控訴人・被上告人) はＡ会社に対し, 昭和年７月
頃, 油圧プレスブレーキ１台の製作を依頼し, その報酬の前渡金として
約束手形 (以下, 本件手形と記す) を振り出し交付した｡ Ａ会社はＢ銀
行からＡ会社単名のいわゆる親手形により手形貸付を受けた際, その債
務の担保のため, いわゆる子手形として本件手形を裏書譲渡した｡ とこ
ろが, Ａ会社は同年８月末頃倒産したため, 同年９月１日, Ｙ会社・Ａ
会社両社間で上記契約は合意解除された｡ そのため, Ｂ銀行が満期日に
支払場所に呈示した本件手形は不渡りとなった｡
他方, Ｙ会社の申請により, Ｂ銀行とＡ会社との間で本件手形の引渡
を禁ずる旨の仮処分決定が発せられた｡ そのため, Ｂ銀行は連帯保証人
であるＸらに返済を求め, Ｘらが両人の預金をもってＢ銀行の手形貸付
金と相殺した｡ その結果, Ｂ銀行は, Ｘらに対し無担保裏書の方法によ
り本件手形を交付した｡
Ｘらは手形金支払請求をした｡
これに対して, Ｙ会社は, ＸらはＡ会社の代表者等であり, 手形振出
しの原因契約がすでに合意解除されていることを熟知しながら本件手形
を取得した悪意の取得者であるとして悪意の抗弁を主張し, またＡ会社
とＸらとの経済的一体性に基づきＸらへの裏書を主債務者であるＡ会社
への戻裏書と同一視すべきであるとして, 善意の第三者が介在した後の
悪意の前者に対する戻裏書の事案で被裏書人に対する人的抗弁の対抗を
認めた最高裁昭和年判決を引用し, 争った｡
第１審判決
()
は, Ｙ会社の抗弁を容れてＸらをＡ会社の身代わりと認め,
｢人的抗弁の制限後における悪意者の手形取得と人的抗弁の対抗｣
(新里)
()
() 大阪地判昭和年３月日判時	号
頁｡
Ｘらへの裏書を信義則上Ａ会社への戻裏書と同一に評価する立場から人
的抗弁 (原因関係解除の抗弁) の対抗を認め請求棄却とした｡Ｘらが控訴｡
控訴審
()
も第１審の判断を支持し控訴を棄却した｡
そこで, Ｘらが上告し, Ｙ会社はＡ会社との間に生じた抗弁事由を善
意のＢ銀行に対抗しえない以上, その承継人であるＸらにも上記抗弁事
由は対抗できず, ＸらとＡ会社とが別人格であるのにこれを簡単に否定
して同一と判断したことに法令解釈の誤りがあるなどと主張した｡
２. 判旨
上告棄却｡
｢ＸらがＡ会社のＢ銀行に対する借入金債務をその連帯保証人として
Ａ会社に代わって返済し, 右債務の担保としてＢ銀行がＡ会社から裏書
譲渡を受けていた本件約束手形をＢ銀行が無担保裏書のうえＸらに交付
したことにより, Ｘらが本件約束手形の所持人となったのであるが, Ａ
会社はその代表者であるＸ１が主宰するワンマン会社ないし同族会社で
あって, Ａ会社とＸ１とは密接に経済的利害を共通にするものであり,
また, Ｘ２はＸ１の三女で, 本件約束手形に関する限りＸ１と実質上も経
済上も一体とみることができる関係にあるほか, Ｂ銀行は当初からＡ会
社から債権を回収する方針であったが, Ｙ会社の申請に基づきＢ銀行と
Ａ会社との間における本件約束手形の引渡を禁止する旨の仮処分決定が
発せられたため, Ｘらに右Ａ会社の借入金の返済を求め, Ｘらがこれを
返済して同銀行から本件約束手形の交付を受けるに至ったものである｡
このような…事実関係のもとにおいては, 本件約束手形のＢ銀行からＸ
らへの裏書は, 信義則上, Ｂ銀行からＡ会社への戻裏書と同一に評価す
べきであるとし, 本件約束手形の振出人であるＹ会社は, Ａ会社に対抗
することができる人的抗弁をもって, 善意のＢ銀行の介在にかかわらず,
中京法学巻３・４号 (年) ()
() 大阪高判昭和年３月日金判号頁｡
Ｘらに対しても対抗することができるものとした原審の判断は, 正当と
して是認することができ｣ る｡
第５. 最高裁判決の問題点―問題の所在の明確化―
昭和年判決は, ｢手形所持人の前者が善意であるため, 手形債務者
がこれに対し人的抗弁を対抗しえない場合においても, その前者の地位
を承継した手形所持人に対しその悪意を云為して右人的抗弁の対抗を許
すものと解すべきではない｡｣ と判示している｡ すなわち, 昭和年判
決は, 手形所持人が悪意で手形を取得した場合でも, その前者が善意で
あったため, 手形債務者が当該前者に対し人的抗弁を対抗できなかった
ときは, 当該手形所持人は, 手形債務者から, もはや人的抗弁の対抗を
受けることはないとし, その理由を, 悪意の手形取得者が人的抗弁につ
き善意であったため人的抗弁の対抗が制限された善意の前者の地位を承
継した, すなわち, 前者が善意で人的抗弁が切断されれば, その後の取
得者は ｢善意者の地位を承継｣ し, その結果, ｢悪意の抗弁｣ の対抗は
受けないとしている｡ また, 通説もこの考え方を採用している｡
しかし, 他方で, 最高裁は, 戻裏書の事例において, ｢善意者地位承
継説｣ と理論的に一貫性のない, 矛盾する判決を下している
()
｡ すなわち,
最高裁は, ｢善意者地位承継説｣ との基本的立場をとりながら, 昭和
年判決において, 戻裏書の場合には ｢自己の裏書譲渡前に地位よりも有
利な地位を取得すると解しなければならない理はない｣ と解している｡
すなわち, 最高裁は, その基本的考え方である ｢善意者地位承継説｣ か
らすれば, 昭和年の事案のように前者である善意者から悪意者が手形
を取得する場合だけでなく, 戻裏書の場合でも, 前者である善意者地位
の承継を認め, 抗弁の対抗を否定しなければならないはずである｡ しか
し, 最高裁は, 戻裏書において抗弁の対抗を認めた｡
｢人的抗弁の制限後における悪意者の手形取得と人的抗弁の対抗｣
(新里)
()
() 上田・前掲注 (２) 論文７頁, 田邊・前掲注 (２) 論文頁｡
また, 善意者が介在しているため, 最高裁は, その基本的考え方であ
る ｢善意者地位承継説｣ によれば, 人的抗弁が成立しないはずの悪意取
得者に ｢悪意の抗弁｣ の成立を認める判決を下した｡ それが, 昭和年
判決である｡ すなわち, 最高裁は, Ｘの請求に対して, ｢善意者地位承
継説｣ を採用せずに, ｢Ｘが交換手形に関する右約定およびＡ会社振出
の約束手形の不渡り, 或いは, 不渡りとなるべきことを知りながら｣ 手
形を取得したから, Ｙ会社は, ｢いわゆる悪意の抗弁をもって対抗でき
る｣ とした｡ すなわち, 悪意者Ｘが敗訴したのは, 交換手形について悪
意であったからである｡ この点で, 昭和年と昭和年の判決は明らか
に矛盾する, と評されている
()
｡ また, 最高裁がＸの請求を否定するため
に, ＸがＡ会社の取締役の地位にあったため, Ｙ会社が主張するように,
ＸとＡ会社は同一またはそれに準ずる関係にあることとして, 昭和年
の判決と同様に, 戻裏書と同一に解することができることを根拠にする
のであれば, まだましであった｡ しかし, かりに最高裁が戻裏書と同一
であると構成をとったとしても, やはり昭和年判決と矛盾することに
なるという欠陥があることになる｡
さらに, 保証人の事例に関する昭和年判決は, 最高裁が ｢善意者地
位承継説｣ を採ることから生ずる種々の問題を抱える判決である｡
第１に, 信義則に反する点の捉え方である｡ すなわち, ｢善意者地位
承継説｣ に立ちつつ信義則を使うのであれば, むしろ, 保証人が善意者
の地位を承継したことをもって権利の主張をすることは信義則上許され
ないと解するほうが適切であるという批判がある
()
｡
第２に, 信義則違反の要件である｡ すなわち, 信義則の導入により,
｢善意者地位承継説｣ の適用範囲は制約されることになるが, どのよう
な要件ないし事情がある場合に, 信義則の適用があるのかという難しい
問題を抱えている
()
｡
中京法学巻３・４号 (	年) ()
() 田邊・前掲注 (２) 論文	頁｡
() 田邊・前掲注 (２) 論文	頁｡
第３に, 最高裁は, 保証人による手形の取得を, 信義則上, 戻裏書と
同一と評価するとしている｡ 本件における保証人による手形の取得を戻
裏書と評価すると, 昭和年判決と同じ問題, すなわち, 最高裁の基本
的考え方である前者の地位の ｢承継｣ ということであれば, 前者である
善意者から悪意者が手形を取得する場合だけでなく, 戻裏書の場合でも,
前者である善意者地位の承継を認め, 抗弁の対抗を否定しなければなら
ないはずであるが, 抗弁の対抗を認めており, 自己矛盾を起こしている｡
このように, 最高裁の考え方には矛盾があり, さらに, 解決な困難な
問題を抱えることになるという問題がある｡ そこで, 最高裁が内包する
問題を統一的に解決するため, ｢属人性理論｣ のような見解が主張され
てきた｡
この問題の矛盾のない統一的解決のためには, 裏書の本質, 抗弁の承
継, 条本文が規定する ｢人的抗弁の制限｣ の内容・趣旨・理論的根拠,
条但書が規定する ｢悪意の抗弁｣ の理論構成を検証しなおす必要があ
ると考える｡ これらの検証の後に, 善意者介在後の悪意取得者の問題と
戻裏書の問題を検討する
()
｡
第２章. 裏書の本質―被裏書人による手形債権の取得―
手形法は, 条において, ｢裏書ハ為替手形ヨリ生ズル一切ノ権利ヲ
移転ス｣ と規定している｡ 手形法学においては, 一般に, 裏書は, 裏書
人である譲渡人が被裏書人である譲受人に手形上の権利を移転する効力
を有するとして, このような効力を裏書の権利移転的効力を呼んでいる｡
｢人的抗弁の制限後における悪意者の手形取得と人的抗弁の対抗｣
(新里)
()
() 田邊・前掲注 (２) 論文頁｡
() 昭和年の交換手形における善意者介在後の手形取得の問題, 昭和年
の保証人による手形取得の問題, さらに, 償還受戻による手形取得の問題
を取り上げる必要があるが, 紙幅の関係から割愛する｡ ただし, これらの
問題については, 本文第５章で取り上げる ｢善意者介在後の悪意の手形取
得と人的抗弁の対抗｣ の問題と ｢戻裏書による手形取得と人的抗弁の対抗｣
の問題に関する統一的理解を当てはめれば解決されると考える｡
ところで, この裏書の本質については, 以下のとおり, ｢原始取得説
ないし所有権説｣ と ｢債権承継説｣ の争いがあり, その本質に関する理
解が人的抗弁の制限や悪意の抗弁に理解に大きな影響を与えている｡
第１. ｢原始取得説｣
｢原始取得説ないし所有権説｣ (以下, ｢原始取得説｣ と記す
()
) は, 手
形の裏書の本質を, 手形証券の所有権の譲渡であり, 手形証券の所有権
取得の効果として手形債権は個々の手形証券の取得者の手元で原始的に
取得されると解している｡ すなわち, 裏書によって手形証券の所有権が
移転し, 被裏書人が手形債権を取得するのは手形証券の所有権を取得し
た結果であり, ｢債権承継説｣ とは異なり, 前者の債権を承継したもの
ではないと解している
()
｡
この見解は, 手形理論
()
において, ｢創造説｣ を前提としている｡ すな
わち, この見解は, 手形行為は不特定多数人に対する一方的意思表示で
あるとし, 手形行為者が手形を作成・署名すれば, 手形行為が成立し,
その効果として, 手形債務は発生する, とする｡ しかし, 手形の作成・
署名のみでは手形上の権利は発生せず, 手形上の権利は, 特定の者が手
形証券の所有権を取得することによって発生する, とする｡ したがって,
この見解のもとでは, 手形行為の相手方が手形証券の所有権を取得する
ことによって, 手形上の権利が発生し, この手形上の権利を原始的に取
中京法学巻３・４号 (年) ()
() 本文の見解には, 手形法学上, ｢所有権説｣ または ｢原始取得説｣ の名
称を用いられていた｡ 高窪教授は, 両名称を用いている｡ 前者については,
『現代手形・小切手法 [三訂版]』 (経済法令研究会, 	年) 
頁 (以下
｢(現代) と記す｣), 後者については, (現代) 頁・頁, 『手形法小切
手法通論 (全訂版)』 (三嶺書房, 
年) 頁 (以下, ｢(通論)｣ と記す)｡
また, ｢所有権理論｣ ((通論) 頁), ｢所有権取得説｣ ((現代) 
頁)
も用いている｡
() 手形上の権利の取得に関する理論構成について, 濱田惟道 『手形法小切
手法』 (文眞堂, 	年) 	
～		頁｡
() 手形理論については, 濱田・前掲注 () 書参照｡
得することになる｡
そして, この見解は, ｢証券の所有権に着目することの効用｣ を以下
のとおり述べている｡ ｢わが国では, 証券関係をあくまで債権の発生・
移転・消滅の過程として考察する 『債権説』 が多数説であり, 証券の物
としての側面はほとんど無視されてきた｡ 証券の交付は, 意思伝達の手
段 (手形小切手行為の発効要件) として位置づけられ, 流通過程におい
ても, 指図債権・無記名債権の呈示性・受戻性から証券の交付が効力要
件となると解されてきた｡ しかし, 証券の物権的側面を無視しては証券
関係は説明できない｡ 債権関係 (指名債権) は本来対人的なものであり,
これが証券化 (物化) されたからこそ, 対世的な価値が与えられ, 流通
しうるのである (民条３項参照)｡ 指図債権・無記名債権という呼名
は, 物化された債権を比喩的に表現したことばにほかならず, 証券を自
由に処分し, 担保化しうる根拠は, 証券の物権的支配である｡ 証券の占
有を失った者や無能力者が, 現所持人に対しても対世的に証券の返還を
請求しうることも…, 債権的に説明するよりも, 物権的な返還請求権と
して理解するのが最も素直である｡ 現所持人がこれを対抗しうる形式的
資格や善意取得制度の本質も, 物としての証券の占有の効果である｡ 証
券喪失者が除権判決をとって, 所持人資格を回復できるのも, 債権者だ
からではなく, 証券の占有が直接の根拠である｡｣
()
と述べている｡
この見解に対しては, 手形関係の物権的な側面を把握するために有用
であることを認めつつ, 手形証券の所有権取得に手形債権の帰属をかか
わらせている点について否定的な評価がなされている｡
たとえば, ｢原始取得説｣ と後述の ｢債権承継説｣ は, ｢有価証券につ
いての形而上的な考察方法の対立があるものであり, 形而下的な考察で
安易に即断すべきではないが, 証券所有権といっても, たとえば時計は
それ自体価値をもっているが, 証券はそれを持っているだけでは何の価
｢人的抗弁の制限後における悪意者の手形取得と人的抗弁の対抗｣
(新里)
()
() 高窪・前掲注 () 書 (通論) 頁｡
値もない―せいぜい一枚の紙片としての価値にすぎない―のであって,
あくまでも手形の所持人が手形の債務者に対して有する債権に価値があ
るのだということを問題にすれば, 手形の譲渡は手形債権の譲渡である
と構成するほうが一応無難だということであろう｡｣ と評されている
()
｡
また, ｢手形所有権という概念が手形関係の物的な側面を把握するため
に有用な手段であることは否定しえないとしても…, 手形を取得しよう
とする者の意思を合理的に探究すれば, その目的は手形所有権ではなく,
やはり手形上の権利の取得そのものであり, そのような証券の内容たる
権利を取り去った証券自体は無価値なものにすぎないといわなければな
らない｡｣ と批判されている
()
｡ さらに, ｢たしかに, 手形の流通過程は,
実態としてみれば, 手形の流通サイクルにおける有価物としての手形の
移転過程であり, 有価物としての手形取得者保護のための制度として抗
弁制限の制度が機能しているものといえよう｡ しかし, このことを手形
の流通サイクルに参加する関係当事者の法律関係の枠組みとしてとらえ,
当事者の合理的意思に基づいて構成して行けば, 手形の譲渡は手形証券
上に表彰されている手形債権の譲渡としてとらえられる｡ 手形証券は,
そのような当事者によって生ぜしめられた法律関係の受け皿として位置
づけられるべきであって, 手形証券自体に有価物としての価値を認める
わけではない…｡ 当事者によって有効に生ぜしめられた法律関係の存在
あるいは存在の外観を担うものとして手形はその流通サイクルにおける
有価物として機能しているといえよう｡｣ と批判されている
()
｡
中京法学巻３・４号 (年) ()
() 木内宜彦 『手形法小切手法 (企業法学Ⅲ) 第２版』 (勁草書房, 年)
	頁 (以下, ｢(企業) と記す｣)｡
() 木内宜彦 『特殊講義手形法小切手法』 (法学書院, 年) 	頁 (以下,
｢(特殊)｣ と記す)｡
() 丸山秀平 『手形法小切手法概論』 (中央経済社, 年) 書｡
第２. ｢債権承継説｣
この見解は, 手形の裏書の本質は手形債権の譲渡を目的とする行為で
あるとする｡ この立場によれば, 裏書人は手形に裏書の要件を記載し署
名した上で (手条, 条１項１号), この手形を被裏書人に交付すれば,
被裏書人は手形上の権利を承継取得することになる
()
｡ 従来の通説である｡
なお, 次章の第３章で検討するように, この見解においては, 人的抗
弁が承継されないとする説と人的抗弁が承継されるとする説に分かれる
ことになる｡
第３. 小括
私見は, 裏書の本質については, ｢債権承継説｣ を妥当であると考える｡
理由は以下のとおりです｡
第１に, ｢原始取得説｣ の効用自体に関する問題である｡ 確かに, ｢原
始取得説｣ が主張するように, 本来対人的な債権関係に対して対世的価
値を認め流通性を付与すること, 善意取得, 証券の返還請求など, 証券
の物権的な構成を用いることは, 手形法上の法制度または手形法学にお
ける法原理を把握または説明する上で有益であると考える｡ しかし, 反
対説が主張しているように, 手形取引においては, あくまでも証券に価
値があるのではなく, 手形債権に価値があるのであり, また, 手形を取得
する者は, 手形債権に着目していると考えるのが合理的であると考える｡
第２に, 手形法条の文言との整合性である｡ 手形法条１項は,
｢裏書ハ為替手形ヨリ生ズル一切ノ権利ヲ移転ス｣ として, いわゆる裏
書の権利移転的効果を規定している｡ すなわち, 裏書は, 譲渡人が有す
る手形上の権利を譲受人に移転する, 承継させるものである｡
｢人的抗弁の制限後における悪意者の手形取得と人的抗弁の対抗｣
(新里)
()
() 濱田・前掲注 () 書｡
第３章. 人的抗弁の承継
裏書によって, 手形上の債権の譲渡に伴って, 手形上の権利の発生原
因である原因関係にかかわる瑕疵である人的抗弁も, 裏書人から被裏書
人に承継されるか否かについて争いがある｡
｢原始取得説｣ によれば, 当然, 人的抗弁は承継されないことになる,
とされる｡ これに対して, 通説である ｢債権承継説｣ の立場に立てば,
民法の一般原則により, 人的抗弁は承継されることになるはずである｡ し
かしながら, ｢債権承継説｣ の立場に立ちつつ, 人的抗弁が承継されない
とする見解がある｡
第１. ｢人的抗弁承継否定説｣
この見解は, 手形の裏書によって手形債権ともに, 人的抗弁は承継さ
れないとする見解であるが, 以下のとおり, 譲受人が手形債権を原始的
に取得するとする ｢原始取得説｣ のみならず, 譲受人が手形債権を承継
的に取得するとする ｢債権承継説｣ からも主張されている｡ なお, 以下
の見解は, 人的抗弁を属人的なものと捉えている｡
１. ｢原始取得説｣
この見解は, 手形理論に関して創造説をとって, 手形行為は本来, 不
特定多数人に対する一方的意思表示 (単独行為) であり, 手形行為者は
誰に対しても無因的債務を負う, したがって, 原因関係上の瑕疵である
人的抗弁は, 当該原因関係上の当事者の抗弁事由であって, もともと第
三転得者に対抗される余地がない, とする
()
｡
中京法学巻３・４号 (年) ()
() 高窪・前掲注 (	) 書 (現代) 頁｡
２. ｢債権承継説｣ を前提とする見解
①. 第１に, 手形債権の無因性および債務者意思を根拠とする説
この見解は, ｢証券発行者は, 最初の取得者との間の取引関係がその
まま第三取得者に移ることを欲するのではない｡ 証券上の債権が第三者
に移ることを欲するのみである｡ 証券上の意思表示が, 発行者と最初の
取得者との間の人的関係を抜け出て, 第三者に達することを欲するので
ある｡ 原因から抽象せられた証券上の債権が, そのものとして第三取得
者により取得せられる｡ 第三取得者からの証券上の債権にもとづく請求
に対して, 発行者が最初の取得者との人的関係にもとづく抗弁を対抗し
えないのは当然である｡ 証券上の意思は, かかる人的関係から抜け出し
て第三者に達したのであり, 証券上の債権は, この人的関係との関連を
断たれている｡ 発行者と最初の取得者との間で証券上の債権の原因であっ
た関係からの抗弁は, もちろん第三取得者に及びえない｡ 証券債権自体
に関する抗弁であっても, 発行者と最初の取得者との人的関係にとどま
るべき抗弁も, 第三者に及びえない｡ かくして証券上の債権の抽象性と,
発行者の意思が第三取得者およびその後の取得者に向けられていること
が, 抗弁の制限の根拠を示す｡｣ と主張する
()
｡ すなわち, この見解によ
ると, 手形債務者は, 自己と最初の取得者との間の人的関係が第三取得
者に移ることを欲せず, 手形債権だけが第三取得者に移ることを欲し,
第三取得者は原因関係から抽象せられた手形債権だけを取得するべく手
形債務者により欲せられているのであるから, 人的抗弁は付着せず, し
たがって, 人的抗弁は手形債権と共に移転するものではないということ
になる｡
この見解に対しては, 以下のような批判がある｡ ｢証券作成者が, 手
形上になした意思表示が, 振出人と受取人との人的関係を抜け出て, 第
三者に達すること 『欲する』 とし, 人的抗弁の制限を手形振出人 (作成
｢人的抗弁の制限後における悪意者の手形取得と人的抗弁の対抗｣
(新里)
()
() 小橋一郎 『手形行為論』 (有信堂, 年) ～頁｡
者) の意思の求める点は賛成できない｡ むしろ, 振出人は, できるだけ
人的抗弁を主張したいであろう｣, 振出人は, ｢手形を振り出せば, 人的
抗弁が切断される不利益が伴ってもやむをえないという消極的な心情で
手形を振り出すのが一般というべきである｡｣ と批判されている
()
｡
②. ｢属人性理論説｣
この見解は, ｢手形債権は, 手形行為が有効に行われたかぎり, 文言
によって確定された内容の権利として無因的に発生し, 手形の裏書によっ
て移転するのは, 手形債権であって, 手形外の人的抗弁は被裏書人に承
継されない｡ したがって, 手形債務者が, 裏書人に対して主張できる何
らかの人的抗弁があっても, それをもって被裏書人に対抗できないのは
当然である｡ このように, 人的抗弁は手形の移転によって承継されるも
のではなく, 手形債務者と所持人との手形外の関係に基づき, あるいは
債務者を害することを知って取得したというその所持人の取得事情に基
づいて, その人の許に発生するものであると解される｡ 通説が, 人的抗
弁を手形上の権利に結びつけて捉えている (対物的に捉えている) のに
対し, 少数説は, 人的抗弁を手形上の権利とは完全に切り離して, 属人
的に捉え, 特定の所持人のもとで成立すると解している｡｣ と主張して
いる
()
｡
また, この見解は, 手形法条１項を根拠に, 手形の裏書には手形に
表章された抽象的な金銭債権のみが移転するとの効果が結びつくにすぎ
ず, 人的抗弁は手形上の表章されていないのであるから裏書によって移
中京法学巻３・４号 (年) ()
() 田邊・前掲注 (２) 書 (流通) 頁｡ 同旨, 木内・前掲 () 書 (企
業) 頁｡ なお, 田邊教授は, 人的抗弁が手形債権と共に移転するもの
ではないという結論は肯定している｡
() 田邊光政 『最新手形法小切手法 [五訂版]』 (中央経済社, 	年) 
頁 (以下, ｢(最新)｣ と記す), 同・前掲注 (２) 論文頁｡ 同旨, 安倍・
前掲注 (２) 論文
頁, 上田・前掲注 (２) 論文７～８頁, 長谷川・前掲
注 (２) 論文９頁・頁｡
転するものではないと主張する
()
｡
この見解によると, ｢人的抗弁は, 手形債務者と所持人との直接の人
的関係に基づいて発生する手形外の関係であり, または手形債務者に対
する関係で取得者の人格において発生するものである｡ 手形の移転に伴っ
て, 手形債権に付着してついて回るべき性質のものではない｡｣ という
ことになる
()
｡
③. ｢手形行為無因性｣
この見解は, ｢手形の場合には, 手形授受の直接の当事者間において,
すでに手形上の権利 (手形証券に表章されている) と, 人的抗弁 (当該
当事者間に存在している) は切り離されており, 裏書は手形 (手形に表
章されている債権) のみを譲渡する, 手形法上の譲渡方法と解される
()
｡｣
とする｡
以上のような結論を導くために, 以下のような理論構成をする
()
｡
まず, この見解は, ｢手形行為が民法のように有因的な法律行為であ
るとすると…, 原因関係が欠缺している場合には手形行為が無効になり,
手形上には手形金請求権が表章されていないことになる｡｣ この結果は,
手形債務者が, ｢手形をもって請求してくるすべての手形所持人に, そ
の者の所持する手形上には自己に対する手形金請求権が表章されない｣
と主張することを認めることになり, 手形債務者に ｢いわゆる物的抗弁
が認められることになる｡｣ とする｡
第２に, この見解は, 手形行為の無因性の意義は, 上述のように手形
行為が有因的な法律行為であると構成することから生じる, ｢原因関係
の欠缺が物的抗弁を構成することになるという結論を排除し, …原因関
｢人的抗弁の制限後における悪意者の手形取得と人的抗弁の対抗｣
(新里)
()
() 田邊・前掲注 (２) 論文頁｡
() 田邊・前掲注 (２) 書 (流通) 頁｡
() 永井・前掲注 (２) 論文頁｡
() 永井・前掲注 (２) 論文～頁｡
係欠缺という人的抗弁にするところにある (物的抗弁の人的抗弁化の一
つ)｡｣ と主張する｡
第３に, この見解は, 上述のような人的抗弁の意義からいえば, ｢例
えば手形振出人と受取人の間で原因関係が欠缺している場合に, 原因関
係欠缺という人的抗弁が証券上の手形債権に付着していて, 手形の受取
人が裏書譲渡した場合に, 原則として人的抗弁の付着した手形が譲渡さ
れるということは論理一貫しないということになる｡ すなわち, 一方で
原因関係欠缺の抗弁を人的抗弁化しておいて (特定の者に対してのみ主
張しうる抗弁), 他方で原因関係欠缺という抗弁が手形債権に付着して
いるので, 原則として手形譲受人に当該人的抗弁を主張しうるというの
では, 論理が一貫していない｡｣ と主張する｡
第２. ｢人的抗弁承継肯定説｣
この見解は, 手形債権に人的抗弁が付着しており, 裏書により, 手形
債権と人的抗弁が承継されると解する
()
ものであり, 通説である｡
前述したように, 裏書の本質に ｢債権承継説｣ を前提とし, 後述する
ように, 条本文の効果に関する ｢人的抗弁の切断｣ の効果を認める見
中京法学巻３・４号 (年) ()
() 川村正幸 『手形法・小切手法 [第３版]』 (新世社, 年) ～頁,
木内・前掲注 (	) 書 (企業) 
～頁, 同・前掲注 (		) 書 (特殊)
頁, 土橋・前掲注 (２) 論文 (青法) 	
頁, 同・前掲注 (２) 論文
(田中) ～	頁, 林・前掲注 (２) 論文頁, 丸山・前掲注 (	) 書
～頁, 同・前掲注 (２) 論文～頁, 弥永真生 『リーガルマイ
ンド手形法・小切手法 (第２版補訂２版)』 (有斐閣, 年) ～頁｡
なお, 高窪・前掲注 (
) 書 (現代) 頁は, ｢通説は, 同時に原因関係
とのつながりを尊重し, 基本当事者において, 原因関係に基づく人的抗弁
の対抗を認める｡ 原因関係との抽象的分離とはいっても, すでに無因的権
利は, 原因に関する人的抗弁を付帯しているのである｡ そして, 債権承継
説によれば, 右の人的抗弁は, 本来は当然に第三者に承継されるべき関係
となるから (民
条１項参照), なにゆえ善意を要件としてこの抗弁の対
抗が制限されることとなるのか (抗弁制限の理論的根拠) を, 別の根拠か
ら解明することが必要と考えられることとなるのである｡｣ としている｡
解
()
, また, ｢人的抗弁の不対抗｣ の効果を認める見解
()
は, この理解を前
提としている｡
この見解は, 根拠として, 以下のような主張をしている｡
第１に, 裏書の本質は手形債権の譲渡である｡ 手形上の権利の譲渡が
民法上の債権譲渡と同様のものであるならば, 債権はその同一性を保っ
たまま譲り渡されていくことになり, 債務者は譲渡人に対して有してい
る抗弁の総てを譲受人に対してそのまま対抗することができる (民
条参照)｡ すなわち, いわゆる ｢	
	
	(何人も自己の有する権利以上の権利を移転することは出来
ない) というローマ法上の原則が適用される｡ したがって, 手形債権の
移転と共に, 抗弁もまた附着したまま移っていくのが本来の姿である｡
その点では, 原因関係から生じた事由であろうと, 手形債権そのものに
ついて生じた事由であろうと変わりはない｡ 手形債権が無因性を有する
から, その無因性によって, すでに原因関係からの抗弁は切断されると
解するものもあるが, 決してそうではない｡ 無因債権といえども債権で
あることに変りはなく, 裏書を本質的に債権譲渡と見る限り, いったん
附着した抗弁はどこまでも附いて廻る
()
べきものである｡｣ とする｡
｢人的抗弁の制限後における悪意者の手形取得と人的抗弁の対抗｣
(新里)
()
() 抗弁の切断を認める見解は, その理論的根拠として, ｢権利外観理論｣
をあげる｡ この見解を主張されるのは, 木内・前掲注 () 書 (企業)
頁・頁, 福瀧博之 ｢手形の再取得と人的抗弁｣ 『教材現代手形法学』
(法律文化社, 年) 頁, 丸山・前掲注 () 書頁である｡
() この呼称は, 弥永・前掲注 () 書頁によるものである｡ そのほか,
丸山教授は ｢対抗関係説｣ と呼んでいる｡ 前掲注 (２) 論文頁｡ ｢抗弁
不対抗説｣ は, 条本文の効果として, 手形債権に附着していた抗弁を手
形債権から切断する効果を認めるのではなく, 手形債権に附着した抗弁を
主張することができなるとという効果を認めるものである｡ 土橋・前掲注
(２) 論文 (青法) ～頁, 同・前掲注 (２) 論文 (田中) ～頁,
林・前掲注 (２) 論文～頁｡
() 河本一郎 ｢手形法における悪意の抗弁｣ 民商巻４号～頁｡ 同旨,
その他, 抗弁切断説, 注参照｡ また, ｢人的抗弁不対抗説｣ の立場から,
土橋・前掲注 (２) 論文 (青法) ～頁, 同・前掲注 (２) 論文 (田中)
第２に, 文言性は人的抗弁が存在しないことを示すものではない
()
｡
第３に, 手形上の権利と人的抗弁事由とが本来的に分離しているので
あれば, 通常の債権譲渡の方法によっても, 譲渡人と譲受人の合意でもっ
て, その人的抗弁事由を切り離して手形上の権利だけを譲渡できること
になるはずである｡ しかし, それが不可能なのは, 手形上の権利と抗弁
事由が本来切り離されているからではなく, 通常の指名債権譲渡とは異
なり, 裏書譲渡が行われたときに, 人的抗弁を切断して, または, 制限
して手形上の権利を移転する効力が別に与えられているからである
()
｡
第４に, 手形上の権利と人的抗弁事由が分離されていると考えると,
期限後裏書によって手形を取得した者にはつねに人的抗弁が対抗できる
(条１項１号・条１項) ことを説明できなくなってしまう
()
｡
第５に, 抗弁は移転しないとの考え方によれば, 手形債務者が害意を
もって取得した者に対して対抗できる抗弁は, 権利濫用など一般悪意の
抗弁に類似した抗弁になり, 条が 『所持人ノ前者ニ対スル人的関係ニ
基ク抗弁ヲ以テ』 と定めていることと整合性をもたない
()
｡
第３. 小括
｢人的抗弁承継肯定説｣ が妥当である｡ 理由は以下のとおりである｡
第１に, 上記の ｢人的抗弁承継肯定説｣ が主張している上記の５つの
理由には, 合理性があると考える｡
第２に, 先に述べたとおり, ｢原始取得説｣ には反対である｡
第３に, 証券の作成者である振出人は, 人的抗弁が存在するのであれ
ば, できるだけ人的抗弁を主張し, 支払を拒絶したいと考えるからであ
中京法学巻３・４号 (年) ()
～	頁, 林・前掲注 (２) 論文
頁｡
() 弥永・前掲注 () 書
頁｡
() 木内・前掲注 (	) 書 (特殊)頁｡同旨,弥永・前掲注 () 書
頁｡
() 弥永・前掲注 () 書
頁｡
() 弥永・前掲注 () 書
頁｡
り, そのように考えるのが合理的であるからである｡
第４に, 当事者間の利害のバランスである｡ 確かに, 手形法の理念で
ある, 手形の支払性の確保ないし強化, 手形の流通性の確保ないし強化
の観点からは, 手形行為の有因性の無因性化, 物的抗弁の人的抗弁化は
必要であろう｡ しかし, 他方で, 振出人に支払を拒絶することのできる
抗弁が存在するのであれば, その抗弁を主張したいと考えるのが合理的
である｡ したがって, この手形債務者の利害にも配慮し, 人的抗弁の承
継を認めるべきであると考える｡ この点に関しては, 手形取得者が害す
ることを知りて手形を取得した場合には, 悪意の抗弁が対抗できるから,
結論に変わりはないとの反論があるかもしれない｡ しかし, ｢人的抗弁
承継肯定説｣ の第５の理由にあるように, 抗弁は移転しないとの考え方
によれば, 手形債務者が害意をもって取得した者に対して対抗できる抗
弁は, 権利濫用など一般悪意の抗弁に類似した抗弁になり, 条が 『所
持人ノ前者ニ対スル人的関係ニ基ク抗弁ヲ以テ』 と定めていることと整
合性をもたない結果となる｡
第４章. 手形法17条の理論的分析
第１. 17条本文―人的抗弁の切断・遮断・制限―
手形法は, 条本文において, ｢為替手形ニ依リ請求ヲ受ケタル者ハ
振出人其ノ他所持人ノ前者ニ対スル人的関係ニ基ク抗弁ヲ対抗スルコト
ヲ得ズ｣ と規定し, 手形法学においては, 人的抗弁の切断・遮断・制限
と呼ばれている (以下, ｢人的抗弁の制限｣ と記す)｡
この人的抗弁の制限に関しては, 内容及び趣旨, 理論的根拠について,
裏書の本質および人的抗弁の承継に関する議論を前提として, 争いがあ
る｡
｢人的抗弁の制限後における悪意者の手形取得と人的抗弁の対抗｣
(新里)
()
１. 内容および趣旨
①. ｢当然説｣
手形法条は当然のことを規定したものであるとする見解であるが,
その根拠について争いがある｡
() ｢原始取得説｣
この見解は, 手形上の権利は, 手形証券の所有権の取得にともなって,
個々の所持人の手元で発生し, 原始取得されるから, 所持人の取得する
権利は前者が取得すべき権利とは異なったまったく新たな権利であり,
したがって, 前者に関する抗弁が対抗される余地は, 本来, 存しない,
としている｡ そして, この見解は, このような考え方は, ｢手形上の権
利が, 不特定多数人に対する一方的な単独行為の効果として個々の所持
人の手元で発生し, 原始取得されるという構成 (原始取得説) をとった
場合は, しごく当然の結果として理解できる｣ としている
()
｡
() ｢債権承継説｣ を前提とする見解
ａ) ｢手形行為の無因性説｣
この見解は, ｢債権承継説｣ を前提としつつ, 手形行為の無因性から,
人的抗弁は移転しないものであるとしている｡
すなわち, この見解は, 手形行為の ｢無因性を前提に人的抗弁の意義
を考慮すれば, 人的抗弁は手形関係の特定の当事者間に認められるもの
で (人的抗弁の属人性), 裏書譲渡されるものは, 手形に表章された,
人的抗弁の付着しない手形上の債権のみである
()
｣, ｢手形の授受の当事者
間でも手形の無因性が認められるならば, 手形は原因関係とは別個の債
権債務であり, そのような手形債権の取得者は原則として原因関係から
切り離された手形債権を取得することになる
()
｣, ｢手形授受の直接の当事
中京法学巻３・４号 (年) ()
() 高窪・前掲注 (	) 書 (現代) 頁｡
() 永井・前掲注 (２) 論文頁｡
者間において, すでに手形上の権利 (手形証券に表章されている) と,
人的抗弁 (当該当事者間に存在している) は切り離されており, 裏書は
手形 (手形に表章されている債権) のみを譲渡する, 手形法上の譲渡方
法と解される
()
｣, ｢原因関係欠缺の抗弁や原因関係上の抗弁などは, 手形
行為の無因性・文言性の反面で, 手形授受の直接の当事者間の具体的妥
当性を図るため, 特定の当事者間に認められるもので (手形に付着して
いるものではない), 手形の承継取得者たる被裏書人に当然に承継され
るものはない
()
｣ と述べている｡
その根拠として, この見解は, 先に述べた手形行為の無因性による物
的抗弁の人的抗弁化のほか, この人的抗弁化を前提に, 民法の指図債権
における原則と例外および手形法条の原則と例外の逆転的解釈をあげ
ている｡ すなわち, この見解は, ｢手形は指図債権であり手形が裏書に
よって譲渡された場合において, 手形法に対して一般法となるのは指名
債権の規定 (民法条) ではなく指図債権の譲渡に関する規定 (民法
条) であると解される…｡ 民法条では証書の記載に基づくもの・
証書の性質に基づくものはすべての債権の譲受人に対抗しうるも (物的
抗弁), その他の事項は善意の者に対抗しえないとされている｡ すなわ
ち, 特に善意の取得者を保護するというならば, 指図債権の段階で既に
図られていることになる｡ しかし, 手形法条は手形所持人の前者に対
する人的関係に基づく抗弁は手形の所持人の前者にしか対抗しえないと
されている｡ 民法の指図債権では物的抗弁以外の抗弁については, 例外
的に善意の者を保護するとされているのに対して, 手形法は原則として
手形の譲受人を保護し, 例外として害することを知りて取得した者を保
護しないとするものである｡ このように, 民法の指図債権と原則と例外
が異なる手形法の規定は, 手形が手形の授受の当事者間でも無因証券と
｢人的抗弁の制限後における悪意者の手形取得と人的抗弁の対抗｣
(新里)
()
() 永井・前掲注 (２) 論文頁｡
() 永井・前掲注 (２) 論文頁｡
() 永井・前掲注 (２) 論文頁｡
されることから理解される
()
｣ と述べている｡
ｂ) ｢属人性理論説｣
この見解は, ｢債権承継説｣, および, ｢人的抗弁承継否定説｣ を前提
として, 条本文は手形債権のみが裏書によって移転するという当然の
ことを規定していると解している｡ すなわち, この見解は, ｢手形上の
権利自体と人的抗弁はそもそも分離されているのであるから, 手形上の
権利自体は, 譲渡人に対する手形債務者の人的抗弁事由の存否とは無関
係に裏書によって譲受人に移転する｡ したがって, 譲渡人が手形債務者
から人的抗弁の対抗をうける者であっても, 譲受人が善意であるかぎり
手形法条但書の悪意の抗弁を対抗されることなく, 手形上の権利を完
全に取得し行使できることになる｡｣ なぜなら, ｢本来, 客観的に完全に
かつ有効に存在し, 譲渡人に帰属していた手形上の権利 (ただ手形外に
存する手形法条の抗弁事由によって譲渡人の権利行使が個別的に制約
されていたにすぎなかった) が裏書によって譲受人に移転するものだか
らである｡ 手形法条本文の規定は, この当然のことを原則として定め
たものである
()
｡｣ と述べている｡
②. ｢政策説｣
() ｢人的抗弁切断説｣
この見解は, ｢債権承継説｣, および, ｢人的抗弁承継肯定説｣ を前提
として, 手形法条本文は手形債権に付着した人的抗弁を切断する効果
を規定しているとし
()
, したがって, その後の手形取得者は抗弁の付着し
中京法学巻３・４号 (年) ()
() 永井・前掲注 (２) 論文～	頁｡
() 上田・前掲注 (２) 論文７～８頁｡ 同旨, 田邊・前掲注 (２) 論文	頁｡
() 川村・前掲注 () 書
～頁, 木内・前掲注 (	) 書 (企業) 
～頁, 同・前掲注 (		) 書 (特殊) 頁, 丸山・前掲注 (	) 書
～頁, 同・前掲注 (２) 論文～頁, 弥永・前掲注 () 書～

頁｡
ない手形債権のみを承継取得すると解している
()
｡
すなわち, 通説の ｢債権承継説｣ によれば, 手形が手形授受の当事者
のもとを離れて転々流通していくことは, 手形上の権利すなわち手形債
権が譲渡される過程であると位置づけられる｡ 原因関係上の瑕疵は, 手
形上の債権そのものの瑕疵にはならないが, しかし, 債務者が債権者に
対して主張しうる抗弁事由である｡ 抗弁事由である以上, 一般の債権承
継の原則にしたがえば, 民法条２項の法意にあらわれているように,
債権の譲渡には, それらの一切の事由が譲受人に引き継がれていかなけ
ればならない｡ すなわち, いわゆる	
	
	(何人も自己の有する権利以上の権利を移転することは出来
ない) というローマ法上の原則が適用される｡ しかし, ｢手形上の権利
移転に伴い抗弁関係も承継されるとすると, 手形の流通性が阻害される
結果を導かれる｡ すなわち, 手形にあって, 善意で手形を譲り受けた者
が, 自己の知らない抗弁を債務者から対抗・主張されるようなことにな
り, 手形の流通は阻害されてしまうことになる｡ そこで, 手形法は, 善
意の第三者を保護しなければならないという政策的理由をもって, 手形
法条本文において, 抗弁切断の法理を定めることによって, 善意の手
形譲受人には抗弁の付着しない, いわばきれいな権利が移転するものと
して, 手形取引の安全をはかり, 手形の流通性を高めた｣ とされる
()
｡
この見解に対しては, 以下のような批判がある｡ ｢手形法条にとっ
て民法の原則規定とは指名債権についての民法条ではなく, 指図債
権についての民法条であろう｡ 民法 (条) では, 証書の記載に基
づくものや, 証書の性質に基づくもののほかは善意の者に対抗しえない
とする｡ その善意の者に対抗しえない抗弁 (人的抗弁) の特別法が手形
｢人的抗弁の制限後における悪意者の手形取得と人的抗弁の対抗｣
(新里)
()
() 川村・前掲注 () 書～頁, 木内・前掲注 () 書 (企業) 
頁, 丸山・前掲注 () 書～頁, 弥永・前掲注 () 書～頁｡
() 丸山・前掲注 () 書頁, 同旨, 木内・前掲注 () 書 (企業) 
頁｡ 弥永・前掲注 () 書頁｡
法条である｡ 手形法条は民法条の原則と例外を逆転している｡
それに対して, 人的抗弁切断説は善意取得者の保護のために特に切断す
るというが, それでは民法条に対する民法条と同じものになって
しまう｡ すなわち切断説は民法条という民法条に対する特別法を
無視して, 手形法条を民法条の特別法と位置づけている｡｣ との批
判である
()
｡
(). ｢人的抗弁不対抗説｣
この見解は, ｢債権承継説｣, および, ｢人的抗弁承継肯定説｣ を前提
とし, 条は, 人的抗弁を ｢切断｣ するものではなく, 人的抗弁の対抗
を ｢制限｣ する規定であると解している｡ すなわち, この見解は, ｢人
的抗弁は手形上の権利に付着して譲渡され, 善意者の介在によっても
『切断』 されることはないが, 善意者に対しては, 手形債務者によるそ
の主張が 『制限』 されるもの｣ であると解している｡ そして, この見解
は, ｢手形所持人の前者に善意者が介在しようが, その抗弁が切断され
ることなく, 手形債務者と手形所持人との関係において抗弁の 『対抗関
係』 が決せられる｣ と解している
()
｡ この見解によると, 悪意の手形取得
中京法学巻３・４号 (	年) ()
() 永井和之 『基本論点商法 [改訂第３版]』 (法学書院, 年) 頁｡
なお, 本文中の ｢民法条｣ は ｢民法
条｣ ではないかと考える｡ なぜ
なら, 同書頁では, ｢…債権譲渡である以上, 原則として抗弁も承継さ
れると考え, その根拠として民法
条を挙げる見解がある｡ しかし, そ
れは指名債権譲渡の規定である｡ 手形は本来的な指図債権であり, しかも
裏書によって譲渡されている場合, 民法の規定では民法条が問題とさ
れるべきである｡ 民法にも指名債権, 指図債権, 無記名債権が並存してい
るのである｡ 民法によれば, 指図債権では, 証書の記載によるもの, 証書
の性質に基づくものの他, 原債権者に対抗しえた事由をもって善意の者に
は対抗しえないのである｡ この規定の特別法が手形法条である｡｣ と説
明されているからである｡
() 土橋・前掲注 (２) 論文 (田中) 	頁, 同・前掲注 (２) 論文 (青学)
～
頁｡ 同旨, 林・前掲注 (２) 論文～頁｡
者は, 常に, 人的抗弁の対抗を受けることになるはずである｡
この見解に対しては, ｢ 『抗弁の付着した権利』 を取得した者が善意
なら, なにゆえに抗弁の対抗を免れるのかを, さらに説明する必要があ
ろう｡｣ との批判がある
()
｡
③. 小括
基本的に, ｢人的抗弁不対抗説｣ に立つべきだと考える｡
第１に, ｢当然説｣ はとることができない｡ なぜなら, 	
の
原則に忠実に従えば, 抗弁は権利に付着してつねに所持人に承継されて
いるからである｡
第２に, ｢人的抗弁切断説｣ は最高裁および通説が採用する ｢善意者
地位承継説｣ の前提であり, ｢善意者地位承継説｣ に立つ場合には, 手
形の再取得者の保護における理論構成において, 矛盾や, 理論の一貫性
の欠如の問題がある｡
ただ, この ｢人的抗弁不対抗説｣ に立つ場合に, ２つのクリアしなけ
ればならない難問がある｡
第１の難問は, 抗弁制限の趣旨の明確化, 第２の難問は, 民法条
と手形法条の原則と例外の逆転的解釈の解明である｡
第１に, この見解は, 上述のような抗弁制限不対抗の根拠ないし趣旨
を明確にする必要があるとの批判を受けている｡
この点に関しては, ｢人的抗弁不対抗説｣ からは, 反論として, 手形
法の理念, すなわち, 手形の支払の確実性の確保及び強化, 手形の流通
性の確保及び強化による, 手形取引の安全をあげることができると考え
る｡ もっとも, ｢人的抗弁不対抗説｣ はその抗弁制限の根拠を明示して
いないが, その主張の前提には ｢政策説｣ の発想があったと考える｡ な
ぜなら, ｢人的抗弁不対抗説｣ は, ｢債権承継説｣, ｢人的抗弁承継肯定説｣
｢人的抗弁の制限後における悪意者の手形取得と人的抗弁の対抗｣
(新里)
()
() 高窪・前掲注 () 書 (現代) 頁｡
を前提とする見解である ｢人的抗弁切断説｣ と同じ発想から出た見解で
あると考えられるからである｡ 相違点は, 善意の第三取得者のもとで,
人的抗弁が切断されるのか, 人的抗弁を対抗されないという形で制限さ
れるのか, だけである｡
第２に, 民法条と手形法条における原則と例外の逆転的解釈の
解明である｡
この点に関しては, 民法条の ｢善意｣ の文言の趣旨と手形法条
の物的抗弁の排除の根拠を説明すればよいのではなかろうか｡
まず, 民法条の ｢善意｣ であるが, 民法条は, ｢指図債権の債
務者は, その証書に記載した事項及びその証書の性質から当然に生ずる
結果を除き, その指図債権の譲渡前に債権者に対抗することができた事
由をもって善意の譲受人に対抗することができない｡｣ と規定している｡
この民法条の解釈としては, 一般的に, 文言上, ｢善意｣ という文
言が要件となっているから, 譲受人が善意である場合に抗弁の対抗が不
可能であるという効果ないし結果が導かれるということであろう｡ しか
し, そのような解釈ではなく, 別の解釈, すなわち, 善意という文言が
なくても, 当然に, 善意者は抗弁の対抗が阻止され, 悪意者は抗弁の対
抗を受けるという解釈は成り立つであろう｡ すなわち, 民法条には
｢善意｣ という文言は不要であったという解釈も成り立つはずである｡
しかし,このような解釈が成り立つとして, 次に, なぜ, ｢善意｣ の文
言が民法条に規定されたかが問題になる｡ この問いに対しては, 民
法条は当然のことを規定したまでで, ｢善意｣ の文言は確認的に入れ
込んだと解釈すればいいのではないだろうか｡
そして, このような解釈は, 手形法条本文にも当てはまる｡ すなわ
ち, 手形法条本文には, 民法条と異なり, ｢善意｣ という文言がな
い｡ したがって, 手形法条本文の文言上は, すべての手形の所持人は,
善意悪意を問わず, 手形債務者から人的関係に基づく抗弁の対抗を受け
ないという解釈が一般的な解釈であろう｡ すなわち, 手形法条本文に
中京法学巻３・４号 (年) ()
｢善意｣ という文言が要件となっていないから, 手形法条本文におい
て, すべての手形取得者が, すなわち, ｢債務者ヲ害スルコトヲ｣ 知ら
ない善意者のみならず, ｢債務者ヲ害スルコトヲ｣ 知る悪意者までもが
保護されるという解釈が一般的解釈であろう｡ しかし, 手形法条本文
においても, 悪意者を保護するという解釈は成り立たないはずである｡
換言すれば, 手形法条本文においても, 善意者のみが保護されるとい
う解釈になるはずである｡
そうすると, なぜ, 手形法条但書のような, 悪意者は保護されない
旨の規定が設けられたか, その手形法条但書の存在意義が問題になる｡
この問いに対しては, 但書は当然のことを規定したと捉えればいいので
はなかろうか｡
以上のように, 民法条も手形法条本文も善意者を保護する規定
であるという点で共通する｡
しかし, そうすると, 手形法条本文は民法条と同じ内容の規定
になり, 手形法条本文を設けた意義がなくなるのではないかとの疑問
や批判が, このような解釈には投げかけられるであろう｡
この疑問ないし批判に対しては, 以下のような反論的な解釈が成り立
つのではなかろうか｡
ひとつは, 手形法条本文は民法条の確認的な規定であり, 手形
法条本文と民法条は一般法と特別法の関係にあるのではないとの
反論的な解釈である｡
もうひとつは, 手形法条本文と民法条の関係は, 前者が特別法
であり後者が一般法であるとの反論的な解釈である｡ この反論的な解釈
の示唆は, 手形法条本文によって制限される抗弁の範囲 (｢振出人其
ノ他所持人ノ前者ニ対スル人的関係ニ基ク抗弁｣) が, 民法条によっ
て制限される抗弁の範囲 (｢その指図債権の譲渡前に債権者に対抗する
ことができた事由｣) よりも広い, という指摘である
()
｡ この点に関して
は, 手形条但書の ｢悪意の抗弁｣ の内容に関する ｢河本フォーミュラ｣
｢人的抗弁の制限後における悪意者の手形取得と人的抗弁の対抗｣
(新里)
()
が想起される｡ すなわち, もともと ｢悪意の抗弁｣ が成立するためには,
手形所持人において, 満期において手形債務者が人的抗弁を主張するこ
とが客観的に確実であるという認識を有していたと認められることが必
要であり, そのような認識が形成されるのは, 人的抗弁の了知だけで足
りる場合と, 他に付加的事実の了知があってはじめて形成される場合と
がある, とされている｡ この ｢河本フォーミュラ｣ を踏まえて, 民法
条と手形法条の適用を考え, 以下のように解釈する｡ すなわち,
前者の人的抗弁の了知だけで足りる場合には, 民法条においても手
形法条においても, 指図債権の証書の譲受人および手形の譲受人は,
人的抗弁の存在について悪意であるため, 抗弁の対抗をうけることにな
る｡ したがって, 前者の場合には, 民法条と手形法条は, 一般法
と特別法の関係にはない, と解するのである｡ これに対して, 後者の付
加的事実の了知を必要とする場合には, 民法条においては, 指図債
権の証書の譲受人は抗弁の存在を了知しているので, この証書の譲受人
は抗弁の対抗を受けるが, 手形法条においては, 手形の譲受人は抗弁
の存在を了知しているが付加的事実を了知していないので, 抗弁の対抗
を受けない｡ したがって, 後者の場合には, 民法条と手形法条は,
一般法と特別法の関係になる, と解するのである｡
中京法学巻３・４号 (年) ()
() 川井健教授は, ｢手形小切手の譲渡については, さらに抗弁が制限され
ている｡｣ と述べている｡ 『民法概論３ (債権総論) [第２版]』 (有斐閣,
年) 頁｡ なお, 川井教授は, ｢	条２項は, 通常の債権である指
名債権の譲渡につき, 譲渡人が譲渡の通知をしたにとどまるときは, 債務
者は, その通知を受けるまでに譲渡人に対して生じた事由をもって譲受人
に対抗することができると定めているが, 証券的債権の譲渡の場合には,
そのような抗弁の対抗は好ましくない｡ 抗弁の対抗を認めると証券の流通
性が妨げられるので, 条は, 対抗しうる事由を制限した｡ すなわち,
その証書に記載した事項およびその証書の性質より当然に生ずる結果を除
くほかは, 譲受人には一切対抗できない｡｣ と述べている｡ この文脈の流
れの中で, 上記のような手形の譲渡における抗弁の制限が言及されている｡
２. 理論的根拠
①. 当然説
() ｢原始取得説｣
この見解は, ｢手形抗弁制限は, 手形行為の本性である文言性の当然
の帰結であり, 所持人の善意・悪意にかかわらず認められる原則的な法
理であると解すべきである
()
｡｣ としている｡
() ｢債権承継説｣ を前提とする見解
ａ) ｢手形債権の無因性説｣
この見解は, 上述のとおり, 手形債権の無因性と, 原因関係の物的抗
弁の人的抗弁化により, ｢人的抗弁は手形関係の特定の当事者間に認め
られるもので (人的抗弁の属人性), 裏書譲渡されるものは, 手形に表章
された, 人的抗弁の付着しない手形上の債権のみである｣ と述べている
()
｡
ｂ) ｢債務者意思説｣
この見解は, ｢証券上の債権の抽象性と, 発行者の意思が第三取得者
およびその後の取得者に向けられていることが, 抗弁の制限の根拠を示
す
()
｡｣ と述べている｡
②. ｢権利外観説｣
この見解は, ｢債権承継説｣ および ｢人的抗弁承継肯定説｣ を前提と
する見解である｡ その結果, この見解によると, 人的抗弁の制限制度の
理論的根拠は, ｢善意者の第三者を保護しなければならないという政策
的な理由でもって, 『債務者を害することを知らずに取得した者』 (手
条但書) に対するかぎり｣, 人的抗弁は制限されると解することになる｡
｢人的抗弁の制限後における悪意者の手形取得と人的抗弁の対抗｣
(新里)
()
() 高窪・前掲注 () 書 (現代) 頁｡
() 永井・前掲注 (２) 論文頁｡
() 小橋・前掲注 () 書～頁｡
この政策的理由を前提として, この見解は, 人的抗弁の制限を説明す
るための理論的根拠としては ｢権利外観理論でもって説明するほかない｣
とする｡ すなわち, この見解は, 債務者は, ｢通常の債権にあっては譲
渡されることを考慮に入れる必要はないが, 手形にあっては譲渡される
ことを当然に考慮に入れて手形を振り出しているのであり｣, これに対
して, ｢第三者は手形証券の外観によっては手形に抗弁が附着している
ことを知りえないという事情がある｡ そういう場合には, 証券は公信力
を有していて抗弁は制限されるのだ…｡｣ と主張する
()
｡ すなわち, この
見解は, 手形債務者は, 手形行為によって, 抗弁の付着しない手形の記
載どおりの手形債権を発生させ (外観の存在), 手形の取得者である第
三者に手形の記載どおりの手形債権が存在するという信頼を起こさせる
行為をしており (外観作出への帰責性の存在), そして, 手形の取得者
である第三者が, 債務者である振出人は債権が証券どおりに存在すると
いう信頼した場合には, 手形に記載された通り手形債務を負担すると解
している｡
この見解に対しては, ｢手形債務者には, 証券の記載どおりの手形債
権が存在するという外観を作出したことに帰責性があるとするのが多数
説であるが…, 手形債務者としては, 人的抗弁事由を手形上に記載する
ことができないのが通常であるから (たとえば, 原因関係の記載は有害
的記載, 少なくとも無益的記載にとどまる), 債務者の帰責性 (ただし,
記載することができないことを知りつつ, 手形を振り出した点に帰責性
を認める余地はあろう) や 『人的抗弁が存在しないという外観の存在』
は認められないと考えられる｡ したがって, 外観法理一般を根拠として
条を説明することは適切ではないと考えられる｡｣ との批判がある
()
｡
中京法学巻３・４号 (年) ()
() 木内・前掲注 (	) 書 (企業) 頁｡
() 弥永真生 ｢リーガルマインド手形法・小切手法 [第２版補訂２版]｣ (有
斐閣, 年) ～頁｡ 弥永教授は, 本文の批判に続けて, ｢手形債
務者の保護は直接の相手方との間で実現させ, 前者と手形債務者との間で
③. 小括
基本的に, ｢権利外観説｣ が妥当であると考える｡
ただし, この見解に対する帰責性の存在に関する批判は, 正鵠を得た
批判であると考える｡ そこで, 帰責性の存在について検討しなければな
らないが, 手形債務者には, 原因関係上の抗弁が生じた, または, 抗弁
が生ずる可能性がある状況において, 手形を回収するなど, 支払を阻止
する対応をとらずに, 手形を流通に任せておいたことについて, 帰責性
があると考えることはできるのではないだろうか｡
第２. 17条但書― ｢悪意の抗弁｣ の理論構成―
手形法は, 手形法条本文において ｢為替手形ニ依リ請求ヲ受ケタル
者ハ…所持人ノ前者ニ対スル人的関係ニ基ク抗弁ヲ以テ所持人ニ対抗ス
ルコトヲ得ズ｣ と規定し, 但書において, ｢所持人ガ其ノ債務者ヲ害ス
ルコトヲ知リテ取得シタルトキ此ノ限ニ在ラズ｣ と規定している｡ すな
わち, 条但書は, 手形債務者は, その債務者を害すること知って手形
を取得した者に対して, ｢所持人ノ前者ニ対スル｣ 人的抗弁を対抗して
支払を拒絶することができると規定している｡ このような支払を拒絶す
ることができる抗弁を, 手形法学上, ｢悪意の抗弁｣ と呼んでいる｡
この ｢悪意の抗弁｣ の法的構成に関しては, 人的抗弁の制限の法的構
成と関連して, 学説の対立がある｡
｢人的抗弁の制限後における悪意者の手形取得と人的抗弁の対抗｣
(新里)
()
いかなる抗弁事由が存在するかを, 手形取得者が調査する煩雑さを省き,
また手形取得者が不意打ち的に抗弁を対抗されることがないように, 手形
の流通を図るというもっぱら政策的な規定であると解すべきである｡｣ と
主張している｡ 理論的根拠が示されていないことの点が残念である｡ ドイ
ツ法における議論に関して, 小橋・前掲注 () 書頁以下参照｡
１. 前者の人的抗弁とは異なる特殊な人的抗弁と構成する見解
①. ｢原始取得説｣ ―一般悪意の抗弁ないし利益衡量の抗弁―
この見解は, ｢悪意の抗弁｣ を ｢特殊な法定の人的抗弁で, 前者に対
する人的抗弁とはまったく別個の抗弁｣ とする｡ すなわち, この特殊な
抗弁である悪意の抗弁は, ｢ローマ固有法 () の時代から現在
にいたるまで, 一種の衡平の確保を目的として認められてきた一般悪意
の抗弁 (	
) が手形法で実体法上の抗弁として認
められたもの｣ と解している
()
｡
また, この見解は, ｢悪意の抗弁は, 前者に対する人的抗弁の成否に
必ずしも関係のない, 利益衡量にたった人的抗弁 (利益衡量の抗弁) で
あると解する｣ と主張している
()
｡
この見解は, 通説の法的構成の問題点に関して, ｢通説のように, 悪
意の抗弁を前者の抗弁承継の抗弁として構成すると, 債務者が前者に対
して対抗しうる抗弁を現に有している場合は, これを承継させるという
かたちで悪意の抗弁を認めやすいが, 手形取得時にまだ抗弁権を生じて
おらず, 満期にいたるまでに対抗可能となるようなあらゆる抗弁を含め
て, 悪意の抗弁を認めていく理論構成がむずかしい｡｣ と指摘する
()
｡
また, この見解は, ｢債権承継説に立ったうえで, 手形取得後に生ず
るであろう抗弁事由についての取得時における悪意を問うという解釈を
とることは, 論理的に大変複雑である｡ 手形取得時にいったん抗弁つき
でない権利を承継取得した者が, その後に前者に対抗されることとなっ
た人的抗弁について悪意の抗弁を問われるという結果を, 前者の抗弁承
継の抗弁という通説的構成で説明できるのであろうか｡ また, 原因関係
が解除されるであろうことを熟知して…といっても, そもそも認識の対
象自体が将来の事実であるから, 結局は, おそらく契約が解除されるで
中京法学巻３・４号 (年) ()
() 高窪・前掲注 () 書 (現代) 頁｡
() 高窪・前掲注 () 書 (現代) 頁｡
() 高窪・前掲注 () 書 (現代) 頁｡
あろうことを予想するのにほかならず, その場合の悪意は 『未必の故意』
にほかならないのではないかという疑念もある｡ このように, 将来生ず
る抗弁権についてはしょせん確実な認識を問いえないし, 理論上, 債権
承継説との調和はむずかしいということになると, 手形取得前において
すでに原因関係の無効・取消・消滅といった抗弁事由を生じている場合
にかぎって, 取得者の確定的な悪意を問うていくという考え方をとらざ
るをえないことなるが…, それでは, 原因の清算という趣旨を考量する
と, 悪意の抗弁の対抗範囲が狭すぎであろう｡｣ と批判する
()
｡
このような問題点を指摘したうえで, この見解は, このような法的構
成をすることのメリットとして, ｢衡平を目的とした特殊な人的抗弁と
いう構成をとると, 前者に対抗すべき抗弁が存するか否かにかかわらず,
当事者の原因関係を考量して所持人の権利行使を認めることが手形当事
者の利益の衡平を失しないか否かを弾力的に判断して, 悪意の抗弁の成
否を決すればよいことになり, 抗弁の対抗を認めるべき事例のすべてに
ついて, 手形法条但書 (条１項１号) に根拠を求めることが可能と
なる｡｣ と主張する
()
｡
②. ｢債権承継説｣ を前提とする立場
(). ｢手形債権の無因性説｣
この見解は, ｢悪意の抗弁が, 自己の前者に対して人的関係において
抗弁を有していた手形債務者と, 『害スルコトヲ知リテ』 手形の裏書譲
渡を受けた者との間において｣, 取得者の ｢害スルコトヲ知リテ｣ とい
う主観的要件によって認められるもので, 悪意の抗弁はそのような ｢特
定の当事者間においてのみ認められる人的抗弁となる｣ とする
()
｡
この見解は, ｢人的抗弁は特定の流通保護に値しない者と, 手形 (債
｢人的抗弁の制限後における悪意者の手形取得と人的抗弁の対抗｣
(新里)
()
() 高窪・前掲注 () 書 (現代) ～頁｡
() 高窪・前掲注 () 書 (現代) 	頁｡
() 永井・前掲注 (２) 論文頁｡
務負担) 行為者との間において認められるものであって, 証券たる手形
とは切り離されて存在するものである｡ よって, 流通保護に値しない特
定の者が, 手形金を請求する場合に特定の手形債務者が主張しうるのが
人的抗弁であって, 手形が裏書譲渡されても, 手形とともに承継されて
いくものではない (属人性)｡｣ とし, ｢人的抗弁の属人性｣ を主張する
()
｡
このような ｢人的抗弁の属人性｣ を前提に, この見解は, たとえば,
振出人甲と受取人乙の間において原因関係が欠缺している場合に, 乙よ
り約束手形の裏書譲渡を受けた丙が甲乙間の原因関係欠缺を知っている
と, 甲は丙に対して悪意の抗弁を対抗しうるとされる (手形法条) が,
｢人的抗弁が承継されないのに, 何故に, このような悪意の抗弁が認め
られるのであろうか｡｣ と問題提起する
()
｡
そして, この問題に関して, この見解は, ｢害意説によれば, 被裏書
人丙が振出人甲が自己の前者である裏書人乙に対して人的抗弁を有して
いると知って手形の裏書を受けた場合, 丙は自己が手形を取得すれば,
甲の丙
()
に対してのみ主張しうる抗弁 (人的抗弁) が自己に対して主張し
えずに, 甲が害されることになることを知って, それを取得する者とな
る｡ すなわち, 丙は 『害スルコトヲ知リテ』 取得する者となるのである｡
人的抗弁の存在を知っている (悪意) ことは, 『害スルコトヲ知リテ』
につながるのである｡ よって, 悪意の抗弁は, そのような害することを
知りて取得したということを要件として認められる抗弁で, 甲乙間の人
的抗弁とは別個の人的抗弁である (人的抗弁の個別性)｡｣ としている
()
｡
中京法学巻３・４号 (年) ()
() 永井・前掲注 (２) 論文	～頁｡ なお, ｢属人性理論説｣ ではない｡
() 永井・前掲注 (２) 論文頁｡
() 本文中では ｢甲の丙に対してのみ主張しうる抗弁｣ とあるが, ｢甲の乙
に対して…｣ ではないだろうか｡
() 永井・前掲注 (２) 論文頁｡
(). ｢債務者意思説｣
この見解は, 裏書によって移転するのは手形債権のみであって人的抗
弁が移転しないと考えるのが債務者の意思であるという理解を前提に,
悪意の抗弁を不法行為, 権利濫用, 信義則違反の抗弁であるとする｡
すなわち, この見解は, ｢手形の裏書譲渡により, 手形債権が本来債
務者と譲渡人との人的関係を抜け出て譲受人に移転するという伝統的な,
私見によれば正当な立場では, 抗弁の制限は手形の裏書の本来的効果で
あり, 悪意の抗弁はこれに対する制約を示すものである｡ …自己の手形
取得によって債務者が譲渡人に対して有する抗弁を失うこと知りながら
あえて手形を取得することは, 債務者と譲渡人との間の取引関係におけ
る債務者の正当な意思に不当に干渉するものである｡ ここから手形の悪
意取得は不法行為であると説明せられる｡ かかる関係にもかかわらず,
なお手形という形式を楯にとって権利を主張することは, 権利の濫用で
ある｡ その場合権利の行使を拘束するのは, 信義則である｡ 信義則は,
一般的関係において認められる権利を, 個別的関係において拘束するも
のである｡ 一般的に是認せられる意思としての権利と, 個別的関係にお
いてこれを阻止しうる意思, その意味で前者を形式的権利, 後者を実質
的権利と呼ぶことはできる｡ 手形上の意思は, 手形に記載せられ, 一般
的に是認せられた意思として, まさに個別的関係を無視して転々する｡
しかしそれは, 個別的関係における意思によりこの関係において阻止せ
られることを認めざるを得ない｡ そこでは実質的権利が形式的権利に対
して防禦せられる｡｣ と主張する
()
｡
(). ｢属人性理論説｣
この見解は, 手形法条本文の規定は, ｢当然のことを原則として定
めたものである｡ 手形所持人の前者の手形法条の抗弁は, その性質上
｢人的抗弁の制限後における悪意者の手形取得と人的抗弁の対抗｣
(新里)
()
() 小橋・前掲注 () 書～頁｡
もともと手形に表章されているものではないから裏書によって移転しな
いが, その存在について譲受人が悪意の場合には, 手形上の権利の承継
取得とは別にいわゆる悪意の抗弁の成立が譲受人に認められる｡ これが
手形法条但書の規定の趣旨である｡｣ と主張する
()
｡
このような手形法条但書の理解を前提として, この見解は, ｢有効
に成立し, 客観的に存在している手形上の権利の裏書譲渡によって, 常
に完全な権利の移転があり, その手形の所持人についての抗弁の可否は,
手形上の権利の承継とは別個・独立に検討すれば足りる｣ と主張する｡
また, この見解は, ｢悪意の抗弁は, 譲受人の非難されるべき取得事情
ゆえに譲受人について成立するものである｡｣ と主張している
()
｡
中京法学巻３・４号 (	年) ()
() 上田・前掲注 (２) 論文８頁｡ なお, 上田教授は, ｢原始取得説｣ に対
して, 以下のように批判されている｡ ｢手形法条の規定の趣旨の解釈に
ついて結論的には正当なものを示しているが, 裏書の効力についての考え
方および手形条但書の悪意の抗弁を一般悪意の抗弁の一種にちかいもの
とする点に問題点を含む｡｣, と｡ 同・前掲注 (２) 論文８頁｡ しかし, 上
田教授の考え方によれば, ｢一般悪意の抗弁の一種にちかいもの｣ になる
のではないだろうか｡
() 田邊・前掲注 (２) 論文頁｡ 田邊教授は, ｢信義誠実に反し, 非難さ
れるべき取得者のことを, 手形法条但書は, 『債務者を害することを知
りて手形を取得したる』 者を表現しているものと解すべきである｣ と主張
している｡ 同頁｡ なお, 田邊教授は, ｢手形取得者でも, 保護する必要
のない場合がある｡ 取得者が誠実な取得者でない場合は, その一例である｡
そこで手形法条但書は, 所持人がその債務者を害することを知って手形
を取得したときは, 債務者は所持人の前者に対して主張できる抗弁をもっ
てその所持人にも対抗できるものとした｡ これを悪意の抗弁と呼んでいる｡
悪意の抗弁と, いわゆる 『一般悪意の抗弁』 とは区別しなければならない｡
後者は, 所持人の権利行使が信義則に反しあるいは権利濫用と解されるよ
うな場合に, 所持人の請求を拒むために債務者が主張する抗弁をいう｡｣
と述べている (下線は筆者による)｡ 前掲注 () 書 (最新) 	頁｡ 上田
教授の据え方と田邊教授の据え方とは若干ニュアンスが異なるような気が
する｡ なぜなら, 田邊教授の主張は, 悪意の抗弁の内容として, ｢前者に
対して主張することができる抗弁｣ を主張するものであるとしており, 前
者の人的抗弁を承継させるという主張のようであるからである｡
２. 前者の人的抗弁を承継したものと構成する見解
①. ｢人的抗弁切断説｣
この見解は, ｢悪意の抗弁とは, 手形法条の抗弁制限の法理に服す
る抗弁が, 手形の譲渡に際して, 『債務者ヲ害スルコトヲ知リテ』 手形
を譲り受けた者に引き継がれていく場合, その引き継がれた抗弁を総称
していうものである｡ 抗弁制限の法理は, 手形取引の安全をはかるため,
一般原則とは逆に, 手形抗弁は手形債権の譲渡とともに譲受人に引き継
がれて行かないことを明らかにしたものである｡ したがって, 手形取引
の安全, すなわち, 手形取得者の保護をはかる必要がない場合には一般
原則に戻り, 手形抗弁はそのまま譲受人に引き継がれていくと考えるべ
きである｡ とりわけ, 手形を取得する際に抗弁が存在することを知りな
がらあえて手形を譲り受けた悪意の手形取得者を保護する必要はない｡
そこで, 手形法はその者について手形法条但書の要件を充たした場合
に抗弁が承継されることを明らかにしている｡ その結果, 手形債務者は
そのような手形取得者に対してはその前者に対抗しえた抗弁をそのまま
対抗することが出来ることにした｡｣ と主張している
()
｡
②. ｢人的抗弁不対抗説｣
基本的な発想は ｢人的抗弁切断説｣ と同じであり, 前者の人的抗弁が
承継したものと考えるが, ｢人的抗弁切断説｣ のように, 抗弁が切断さ
｢人的抗弁の制限後における悪意者の手形取得と人的抗弁の対抗｣
(新里)
()
() ｢人的抗弁切断説｣ の立場から, 丸山・前掲注 () 書頁｡ 同旨,
木内・前掲注 () 書 (企業) ～頁, 弥永・前掲注 () 書頁｡
｢人的抗弁不対抗説｣ の立場から, 同旨のものとして, 土橋・前掲注 (２)
論文 (田中) 	頁, 同・前掲注 (２) 論文 (青学) ～頁｡ 同旨, 林・
前掲注 (２) 論文
～
頁｡ なお, 福瀧博之教授は, 『手形法概要 [第
２版]』 (法律文化者, 年) 頁において, ｢手形所持人の権利行使を
認めると信義誠実の原則に反し, 権利の濫用になるような場合に認められ
る特殊な人的抗弁である ｢一般悪意の抗弁 (手形所持人の権利行使が権利
の濫用に当たり, あるいは信義誠実の原則に反することを主張する) とは
区別しなければならない｡｣ とされている｡
れる (その結果, その後の手形取得者は, 人的抗弁の付着しない手形債
権を取得する) と考えるのではなく, 抗弁の対抗が制限される (すなわ
ち, その後の手形取得者, 抗弁は付着したまま手形債権を取得する) と
考える見解である｡
３. 小括
｢債権承継説｣ に立つ限り, 悪意の抗弁は, 前者の人的抗弁を承継し
たものと解すべきである｡
そして, ｢人的抗弁切断説｣ と ｢人的抗弁不対抗説｣ の争いにおいて
は, ｢人的抗弁不対抗説｣ を採るべきであると考える｡ なぜなら, 条文
に最も忠実な解釈をとる見解であると考えるからである｡
第５章. ｢善意者介在後における悪意者の手形取得と人的抗弁の対抗｣
たとえば, 約束手形の振出人Ｙが受取人Ａに対して, 一定の人的抗弁
を対抗しうる関係があったが, Ａはこの抗弁の存在を知らないＢに対し
て手形を裏書譲渡し, Ｂはさらにこの手形をＸに裏書譲渡したが, Ｘは
Ｂから手形取得に際して, ＹＡ間の抗弁の存在を知っていた場合に, Ｘ
からの手形金の請求に対して, Ｙは, 悪意の抗弁を対抗して, 拒むこと
ができるのか, が問題とされる｡
第１. ｢悪意の抗弁｣ の対抗を認めないことを原則とする見解
１. ｢善意者地位承継説｣
通説は, 最高裁と同様に, 善意者Ｂが介在した場合, 人的抗弁は切断
され, その後の手形取得者Ｘは, その人的抗弁の付着しない善意者Ｂの
地位ないし善意者Ｂが有していた権利を承継的に取得することになり,
その結果, 善意者Ｂからの手形取得者Ｘは, 人的抗弁について悪意であっ
ても, 悪意の抗弁の対抗を受けない, としている｡
この見解は, 根拠として, 以下の４点を主張している｡
中京法学巻３・４号 (年) ()
第１に, 人的抗弁が除去された ｢きれいな権利｣ の移転である｡ すな
わち, ｢手形の裏書, 引渡しによる手形上の権利の移転を特殊な債権譲
渡とみる通説を前提とする場合には, 譲渡人に対する抗弁は本来, 手形
上の権利の移転に伴いそれに付着して移転し, 譲受人にも対抗されるべ
きところ, その移転に際して人的抗弁の制限の原則が働き, 善意の譲受
人に対しては抗弁が除去されて, 手形上の権利はいわばきれいな権利と
なって移転されると考えられることになる｡ そこで, 善意の前者の有す
るきれいな権利を取得する後者は, 人的抗弁の存在について知ると否と
を問わずに, 当然に抗弁を対抗されないということになる｡｣ としている
()
｡
第２に, 手形の悪意取得者Ｘは悪意の抗弁の対抗を受ける ｢債務者ヲ
害スルコトヲ知リテ｣ 手形を ｢取得シタル｣ 者に該当しない｡ 前者Ｂの
取得によって抗弁が切断された以上, その悪意の者Ｘが手形を取得した
としても, 手形債務者Ｙは, その後の譲渡によって, より不利な地位に
おとしいれられるわけではない, としている
()
｡
第３に, 善意の手形取得者Ｂの権利行使の一態様である手形の処分の
自由である｡ すなわち, 善意の手形取得者Ｂが保護されるのであれば,
｢人的抗弁の制限後における悪意者の手形取得と人的抗弁の対抗｣
(新里)
()
() 川村・前掲注 () 書頁｡ 大隅健一郎＝河本一郎 『注釈手形法小切
手法』 (有斐閣,) 頁は, ｢裏書の本質は債権譲渡であるから, 前者のも
とでいったん抗弁が切断された以上, 後者が抗弁の附着しない権利を承継
するのは当然である｡｣ としている｡
() 大隅＝河本・前掲注 () 書頁｡ 弥永・前掲注 () 書頁は,
｢いったん善意者が取得すれば, その後, 悪意者が取得しても手形債務者
は新たな不利益を受けるわけではない｡｣ としている｡ また, 永井教授は,
通説とは異なる立場を前提としているが, 振出人甲→受取人乙→丙 (善意)
→丁 (悪意), 甲乙間の原因関係に瑕疵があるという事例を設定して, ｢害
意説 (『害スルコトヲ知リテ』 説) でも, いかに丁が悪意でも (甲の乙に
対する人的抗弁を知っているとしても), 丁は甲を 『害スルコトヲ知リテ』
取得した者ではない｡ すなわち, 甲は善意の丙が手形を取得することによっ
て, 完全に手形債務負担を余儀なくされており, 丁の手形取得によって抗
弁が主張しえなくなって害されるものではない｡｣ としている｡ 前掲注
(２) 論文頁｡
この取得者Ｂは, 自己の取得した手形を完全にかつ迅速に利用できなけ
ればならず, 他の者に手形を完全に有効に譲渡できるのでなければなら
ない｡ この相手方Ｘが瑕疵の存在を知る場合には, Ｘがこの権利を有効
に取得できないのであれば, 結局, 善意の取得者Ｂは自己の有する権利
を自由に処分できず, その権利行使を制限されてしまう, としている
()
｡
第４に, 譲受人Ｘが有効に手形債権を取得できない場合に, 譲渡人Ｂ
が対価を保有できないのであれば, 善意の取得者Ｂはまったく権利を有
効に取得したことにならなくなってしまう｡ 反対に, 譲受人Ｘは対価を
譲渡人Ｂに保有させ自分はまったく請求できないことになるのであれば,
この譲受人Ｘは, 最初の受取人Ａが惹き起こしたすべての損害を負担す
ることになってしまう｡ この損害は彼の取得によってではなく, 善意の
取得者Ｂの手形取得によってすでに生じているのである｡ ｢このような
結果は手形流通を害するだろう｡ このように, 善意の取得者保護の反射
的効果として, 譲渡の相手方は抗弁の存在について知ると否とを問わず,
完全な権利を有効に取得できるとされることが必要となるわけである,｣
としている
()
｡
第５に, 訴訟の循環の阻止ないし回避である｡ すなわち, 中間に介入
した善意者Ｂが担保責任を負っている場合は, 振出人Ｙが悪意の所持人
Ｘに対し手形の支払を拒むと, 所持人Ｘは善意者Ｂの担保責任を追及し,
この支払をした裏書人Ｂはさらに振出人Ｙに訴求し, 結局振出人Ｙは支
払わなければならない, ｢このような堂々めぐりを防ぐためにも｣, 振出
人Ｙは悪意者Ｘからの支払請求を拒むことはできないというべきである,
としている
()
｡
中京法学巻３・４号 (年) ()
() 川村・前掲注 () 書	～	頁｡ 大隅＝河本・前掲注 () 書頁
は, ｢反対説のように考えると, いったん善意取得した者が, その後, 事
情を告げて他の譲渡することが不可能になる｡ これはむしろ善意で取得し
た者の権利を制限することになる｡｣ としている｡
() 川村・前掲注 () 書	～	頁｡
() 大隅＝河本・前掲注 () 書頁｡ 同旨, 永井・前掲注 (２) 論文頁｡
ただし, この見解は, 例外的に抗弁の対抗を認めている｡ たとえば,
手形取得者Ｘが抗弁の対抗をうける前々者Ａと共謀して, 善意者Ｂを介
在させることによって抗弁制限の効果を享受しようとする場合は, ｢信
義則に反するというべく, いわゆる一般悪意の抗弁を対抗を認めるべき
である｣ としたり
()
, または, このような場合には, ＡからＸへの直接裏
書がなされたとして, 抗弁の対抗を認めることができる, としている
()
｡
また, 過去の最高裁判例としては, 昭和年判決は, Ｘが抗弁が対抗
されるべき前者Ａのワンマン会社であるような場合には, 善意者Ｂから
Ｘへの裏書は善意者ＢからＡへの戻裏書と同視し得るとして抗弁の対抗
を認めた
()
｡
この見解に対しては, 以下の批判がある｡ なお, これらの批判は, 後
述するように, ｢悪意の抗弁｣ を認める見解の根拠となっている｡
第１に, 既に述べたように, ｢善意者地位承継説｣ における理論上の
一貫性の欠如, 矛盾という批判である｡
第２に, 既に述べたように, 例外を認める場合の要件の不明確さであ
る｡
第３に, 悪意の抗弁に関する立証責任の負担の面でのアンバランスで
ある｡
判例・通説の ｢善意者地位承継説｣ の立場に立てば, ｢『人的抗弁の成
立した当事者以後手形が転々流通すると, その全員の悪意を主張しなけ
ればならなくなる｡ しかも手形が白地裏書のまま交付のみで転々流通す
る (手形法条２項３号) と, 手形面に全く姿を現わさない手形取得者
の悪意をも主張しなければならなくなるのである｡ これだけの要件事実
の主張が出揃って, 始めて手形法条但書の抗弁が主張自体として充足
｢人的抗弁の制限後における悪意者の手形取得と人的抗弁の対抗｣
(新里)
()
() 木内・前掲注 () 書 (企業) 頁｡ 同旨, 大隅＝河本・前掲注 (	)
書頁, 丸山・前掲注 (２) 論文頁｡
() 丸山・前掲注 () 書頁｡
() 最高裁昭和年９月日金判
号
頁｡
したことになる
()
｡』 といわなければならない｣ ということになる｡ そし
て, ｢このようなことでは, 訴訟の実際から考えて, 悪意の抗弁の主張
立証は極めて困難となる｡ 現在の所持人だけでなく, その前者, そのま
た前者, 前々者と遡って, 予想される権利移転の総ての場合について主
張立証責任を負うということになるのであるから, 困難というより不可
能に近くなるともいえる｡ 権利帰属を主張立証する者の側には, 裏書連続
の記載による法律上の権利推定 (手形法条１項) という有利な立場…
があるのに, 債務者側が人的抗弁の対抗についてまでもこのような酷な
立場に立たされるのは, 主張立証責任の分配の公平という観点から不当
というほかない｡ 人的抗弁の切断が本則であり, 悪意の抗弁を認めるの
は例外なのだからそれでよいのだといえば, それまでのことであるが,
このような窮屈な解釈運用となったのでは, 法が動的安全を害すること
にならない限度で取引上の道義を尊重して設けた手形法条但書の趣旨
が没却されてしまうのではなかろうか｡｣ という批判である
()
｡
２. ｢原始取得説｣
この見解は, 善意者Ｂはもちろんこと, 悪意者Ｘも, 原則として, 悪
意の抗弁の対抗を受けない, とする｡ その根拠として, 以下の３点を挙
げている｡
第１に, ｢原始取得説｣ である ｢私見のように悪意の抗弁を利益衡量
の抗弁と解する立場に立つと, 人的抗弁はつねにひきつがれずに｣ ＹＡ
間にとどまっている, とする
()
｡
第２に, 悪意者Ｘによる手形の取得によっても, 直接に, 債務者Ｙが
中京法学巻３・４号 (	年) ()
() 安倍正三裁判官は, 前掲注 (２) 論文～頁においては, 坂井裁判官
による条の抗弁の立証責任の負担に関する問題点の説明を引用している｡
坂井芳雄 『裁判手形法 (再増補)』 (

年, 一粒社) 頁｡
() 安倍・前掲注 (２) 論文頁｡
() 高窪・前掲注 (
) 書 (現代) 頁｡
害されるわけでもない, とする
()
｡ 換言すれば, 悪意者Ｘは条但書の
｢債務者ヲ害スルコトヲ知リテ｣ 手形を取得したことにならない, とす
る｡
第３に, ｢悪意の抗弁｣ を認めないことは, ｢シェルター・ルール
()
にも
調和しうる｣, としている
()
｡ すなわち, この見解は, ｢善意の取得者が権
利行使を認められるだけでなく, その後悪意となった者に対しても証券
を譲渡して財貨転換ないし信用利用の利益を得られることを保障するこ
と｣ を目的とする ｢シェルター・ルール｣, すなわち, ｢いったん善意者
が証券を取得して人的抗弁の対抗が制限されると, その後の転得者は,
善意悪意を問わず完全に権利行使が認められる｣ と解する原則である英
米法の ｢シェルター・ルール｣ に適合する, としている｡
このような原則に対して, この見解は, 例外的に, ｢所持人の悪意の
程度を個別的に認定して 『悪意の抗弁』 の対抗を認めることとなる｣ と
主張している
()
｡ すなわち, ｢悪意の抗弁｣ の対抗が認められる例外的な
場合として, この見解は, ｢①所持人が前々者に関する抗弁事由 (こと
に, 詐欺・強迫・暴力など, 不法・違法な取得) に加担ないし協力して
いる場合 (共謀や教唆の関係にある場合は典型的である), ②抗弁制限
｢人的抗弁の制限後における悪意者の手形取得と人的抗弁の対抗｣
(新里)
()
() 高窪・前掲注 () 書 (通論) 頁｡
() シェルター・ルールについて, 高窪・前掲注 () 書 (通論) 頁,
前田庸 『手形法・小切手法』 (有斐閣, 年) ～頁参照｡
() 高窪・前掲注 () 書 (現代) 頁, 同・前掲注 () 書 (通論) 頁｡
高窪教授は, ｢債権承継説では, この法理は当然の結果となるが (前者に
対抗されない以上, 悪意の抗弁の成立の余地はない), 私見でも, 所持人
がつねに前者と無関係の地位を保障されるのは至極当然のことであり, た
だ, 当事者間の衡平の観点から悪意の抗弁を認める余地があるか否かをそ
の都度検討することを要することとなる (これに対して, 債権承継説のも
とでは, 人的抗弁が切断された後は悪意の抗弁の成立の余地は一切ないと
解されているが, 抗弁を認めるとすれば, 一般悪意の抗弁であろう)｡｣ と
主張している｡ 前掲注 () 書 (通論) 頁｡
() 高窪・前掲注 () 書 (現代) 頁｡
のため故意に善意者を介在せしめた場合 (いわゆる ｢かいらい｣ ないし
｢ロボット｣ の事例) には, 所持人に権利を行使させることは衡平に反
するので, 悪意の抗弁の対抗を認めるべきである｣ としている
()
｡
第３. ｢悪意の抗弁｣ の対抗を認める見解
悪意者を保護する必要がないという価値判断から, ｢悪意の抗弁｣ の
対抗を認めるという結論では一致している｡ しかし, 理論構成と抗弁の
性質について争いがある｡
１. ｢属人性理論説｣
この見解は, ｢人的抗弁の不承継の考え方, したがって属人性説を一
貫すれば, 善意者から害意をもって手形を取得する者に対しても悪意の
抗弁が成立することを認めるべきである｡｣ とする
()
｡
その根拠として, この見解は, 以下のとおり述べている｡ ｢人的抗弁
が手形債務者と所持人との直接の人的関係に基づく手形外の関係におい
て発生するものであり, 手形債権の移転に伴い承継されないとすれば,
悪意の抗弁は, 所持人の非難されるべき手形取得者の事情ゆえにその者
について成立するものと解すべきことになる｡ 手形債務者は, ほんらい
は第三者に対して人的抗弁を対抗できないのであるが, 害意をもって取
得した者の権利行使を阻止しようとする趣旨で, 悪意の抗弁を対抗させ
ることとしたものと解しうるならば, 前者が善意であったか悪意であっ
たかは問題ではなく, 現在の所持人の害意の有無のみが問われるべきで
ある｡ それゆえ, 人的抗弁の存在につき善意で手形を取得していた者か
中京法学巻３・４号 (年) ()
() 高窪・前掲注 () 書 (通論) 	頁｡ なお, 高窪教授は, ｢この場合,
悪意の抗弁を対抗された所持人に対しては, 前者も償還義務を負わず, 抗
弁せずに償還した場合は再遡求できない, と解すべきである (遡求・再遡
求を認めると悪意の抗弁を認める意味がない)｡｣ と主張している｡
() 田邊・前掲注 (２) 論文～頁｡
らさらに手形の裏書譲渡を受ける者が手形法条但書にいう悪意者であ
れば, 悪意の抗弁が成立すると解すべきである｡｣ としている
()()
｡
この見解に対しては, 以下のような批判がある｡ なお, これらの批判
は, ｢善意者地位承継説｣ の根拠となっている｡
第１に, 手形債務者は害されないという批判である｡ すなわち, 善意
の前者の手形取得によって人的抗弁が切断された以上, 手形債務者は,
その後の譲渡によって, より不利な地位におとしいれられるわけではな
い, としている
()
｡ すなわち, 善意の前者による取得によってすでに手形
債務者は条但書の害された状態になっているのであって, 善意者が譲
渡し悪意者が手形を取得したとしても, 手形債務者は害されるわけでは
ない, とする｡
第２に, 善意者による手形の自由な処分の制限である｡ すなわち, 最
高裁および通説の ｢善意者地位承継説｣ の根拠の一つであるが, 善意の
手形取得者が保護されるのであれば, この取得者は, 自己の取得した手
形を完全にかつ迅速に利用できなければならず, 他の者に手形を完全に
有効に譲渡できるのでなければならない｡ この相手方が瑕疵の存在を知
る場合には, この権利を有効に取得できないのであれば, 結局, 善意の
取得者は自己の有する権利を自由に処分できず, その権利行使を制限さ
れてしまう, という批判である
()
｡
第３に, 訴訟の循環である｡ 最高裁および通説の ｢善意者地位承継説｣
｢人的抗弁の制限後における悪意者の手形取得と人的抗弁の対抗｣
(新里)
()
() 田邊・前掲注 (２) 論文～頁｡
() この見解においては, ｢悪意の抗弁｣ は, 前者の人的関係に基づく抗弁
を承継した抗弁ではなく, 悪意者であるがゆえに対抗される一般悪意の抗
弁ということになるはずである｡ しかし, 田邊教授は, ｢悪意の抗弁と,
いわゆる 『一般悪意の抗弁』 とは区別しなければならない｡ 後者は, 所持
人の権利行使が信義則に反しあるいは権利濫用と解される場合に, 所持人
の請求を拒むために債務者が主張する抗弁をいう｡｣ と述べている｡
() 大隅＝河本・前掲注 () 書頁｡ 弥永・前掲注 () 書頁, 永井・
前掲注 (２) 論文頁｡
() 川村・前掲注 () 書～頁, 大隅＝河本・前掲注 () 書頁｡
の根拠の一つであるが, 中間に介入した善意者Ｂが担保責任を負ってい
る場合は, 振出人Ｙが悪意の所持人Ｘに対し手形の支払を拒むと, 所持
人Ｘは善意者Ｂの担保責任を追及し, この支払をした裏書人Ｂはさらに
振出人Ｙに訴求し, 結局振出人Ｙは支払わなければならない, ｢このよ
うな堂々めぐりを防ぐためにも｣, 振出人Ｙは悪意者Ｘからの支払請求
を拒むことはできないというべきである, としている
()
｡
２. 善意の介在者が遡求義務を負わない場合に悪意の抗弁を認める見解
この見解は, 最高裁昭和年判決に反対する東京地裁昭和年９月
日判決
()
が主張するものである｡ すなわち, この判決は, ｢人的抗弁の直
接の相手方 (Ａ) と, これにつき悪意で手形を取得した所持人 (Ｘ) と
の間に善意の第三取得者 (Ｂ) が介在している場合, 手形債務者 (Ｙ)
は所持人 (Ｘ) に対し, 人的抗弁を対抗することが常に一律に許されな
いと解すべきではなく, これを許される場合と許されない場合とを区別
すべきである｡｣ と判示する｡
そして, その区別の基準として, 善意の第三取得者が介在している場
合, ｢介在者 (Ｂ) が所持人 (Ｘ) に対し, 裏書人として遡求義務を負
担している場合には所持人 (Ｘ) が人的抗弁につき悪意で手形を取得し
ても, 手形債務者 (Ｙ) は抗弁の対抗を許されず, しからざる場合, す
なわち介在者 (Ｂ) が, 裏書によらず前者の白地式裏書のまま引渡によ
り手形を譲渡したり, または無担保裏書・期限後裏書・戻裏書等によっ
て裏書譲渡した場合のように, 所持人 (Ｘ) に対し遡求義務を負担しな
い場合には, 抗弁の対抗を認めるべきである｡｣ と判示する｡
その理由は, 上記第３の批判である ｢訴訟の循環｣ にある｡ すなわち,
中京法学巻３・４号 (	年) ()
() 大隅＝河本・前掲注 (
	) 書頁｡ 同旨, 永井・前掲注 (２) 論文	
頁｡
() 判時
号頁｡ 同旨, 倉沢康一郎 ｢判批｣ 金判
号頁, 本間・
｢判批｣ 判時号頁, 弥永・前掲注 () 書頁｡ なお, 本文の判決
文の説明にある (Ａ), (Ｂ), (Ｘ), (Ｙ), は筆者によるものである｡
｢手形法条但書の規定は悪意者を保護せずとする法の基本的趣旨を明
らかにしたものであるが, 手形所持人 (Ｘ) と人的抗弁の相手方 (Ａ)
との中間に所持人 (Ｘ) に対し遡求義務を負う善意取得者 (Ｂ) が介在
する場合には, 手形債務者 (Ｙ) から所持人 (Ｘ) に対して悪意による
人的抗弁の対抗を認めるとすれば, 所持人 (Ｘ) は右介在者 (Ｂ) に対
し請求し, 介在者 (Ｂ) から債務者 (Ｙ) に再遡求することによって結
局同一の結果となり, 無益を強いることになるから, このような場合に
人的抗弁の対抗を認めることは無意味であって, これを認めるべきでは
ない｡ しかし, これと異なり, 善意者 (Ｂ) が介在しても, 前記例示の
各場合のようにその介在者 (Ｂ) が所持人 (Ｘ) に対し遡求義務を負わ
ない場合には, 右のように迂路によって同一結果を招くという無益を強
いることもなく, その他このような場合にまで手形法条但書の解釈上
の例外として, 悪意取得者 (Ｘ) を保護しなければならない実質的理由
はない｡ よってこの場合には手形債務者 (Ｙ) の所持人 (Ｘ) に対する
人的抗弁の対抗を認めるべきである｡｣ と判示する
()
｡
要するに, この見解は, 悪意者の手形取得者Ｘは, 原則として, 前者
Ｂの善意悪意に拘わらず, 手形債務者Ｙから人的抗弁の対抗を受けなけ
ればならない, しかし, いわゆる ｢訴訟の循環｣ が生ずる場合には, 例
外として, 手形債務者Ｙに悪意の手形取得者に対して人的抗弁の対抗を
許しても無益であるから, 人的抗弁の対抗を認めないとする見解である
()
｡
この見解に対しては, 以下の批判がある｡
第１に, Ｙのような手形債務者の関与しない, ＢＣ間の裏書の態様,
｢例えば通常の譲渡裏書か無担保裏書かによって｣, Ｙの ｢抗弁の主張の
可否が決せられるとする理論的根拠はどこに見出されようか｡｣ という
批判である
()
｡
｢人的抗弁の制限後における悪意者の手形取得と人的抗弁の対抗｣
(新里)
()
() 本文の判決文中の ｢Ｙ｣, ｢Ａ｣, ｢Ｂ｣, ｢Ｘ｣ は, 筆者による｡
() 田邊・前掲注 (２) 書 (流通) 頁｡
() 土橋・前掲注 (２) 論文 (青法) ～頁, 同・前掲注 (２) 論文 (田
第２に, ｢悪意の抗弁を認めるべきだという結論が先行して, 理屈を
つけた感じを否定できない｣ という批判である
()
｡
第３に, ｢属人性理論説｣ の立場から, ｢完全な属人性説では, 訴訟の
循環という事態が生ずることも, 理論上は避けられない｡ しかし, 現実
にこの種の問題が生ずるのは, …, 手形割引ないし銀行による担保とし
ての手形取得後の逆流に際してであるが, 銀行は無担保裏書を行なうの
が通常であり, また多くは期限後の裏書である｡ それゆえ, 訴訟の循環
は現実に余り生じない｡ もちろん, 訴訟の循環が生ずる事態も出現する
こともありえよう｡ しかし, 割引ないし担保のため銀行へ譲渡した会社
が, 取引先に契約不履行を犯しておりながら, その会社の取締役や銀行
取引の保証人に取引先をして支払わしめるという通説の不当な結果に比
較すれば, 完全な属人性説のほうが結果的にも優れている｡｣ という批
判である
()
｡
３. ｢人的抗弁不対抗説｣
この見解は, ｢通常の譲渡裏書の場合においても, 手形上の権利とと
もに抗弁は移転し, ただその抗弁について害意を有する者に対しては,
手形債務者は個々に対抗しうることになる｡｣ とする｡ そうすると, こ
の見解においては, 手形取得者は, 手形取引の当事者間に人的抗弁が生
じた場合には, その抗弁がすべて付着した権利を取得することになる｡
中京法学巻３・４号 (年) ()
中) ～頁｡ なお, 土橋教授は, 本文の批判に続けて, ｢通常の譲渡
裏書において｣ ＹのＸに ｢対する抗弁が認められ, 実務上迂路を生ずると
しても, そのこと自体が理論的脆弱さを示すものとはいえないであろう｡
実務上の不都合さは, 他の理論を求めることの契機となるものであってこ
そ, それが理論の否定となることはないものと解される｡ 少なくとも, 実
務上の不都合を重視することにより理論的一貫性を欠くことは, 許される
ものではないといえよう｡｣ と批判している｡ 妥当な批判であると考える｡
同・前掲注 (２) 論文 (田中) ～頁｡
() 高窪・前掲注 () 書 (現代) 		頁｡
() 田邊・前掲注 (２) 論文頁｡
しかし, この見解は, 抗弁が付着すること自体は手形取得者の ｢取得す
る権利の内容には何らの影響を与えるものではなく, その権利の行使の
制限の問題となる｡｣ とする｡ そして, この見解は, 手形取得者がその
ような抗弁について害意がなければ, ｢権利行使は何ら制限されず｣, 手
形振出人である債務者Ｙに対して正当に権利行使できる｡ このように
｢抗弁の存在について害意のない｣ 手形取得者Ｘこそが保護に値する者
であり, ｢逆にそのような者を保護することのみにより手形の流通性の確
保・手形取引の安全は充分に確保されるものである｡｣ と主張している
()
｡
この見解に立った場合, 上述の ｢属人性理論説｣ に対すると同じ批判
が投げかけられる｡ すなわち, 第１に, 手形法条但書所定の要件
(｢債務者ヲ害スルコトヲ知リテ取得シタル者｣) 不該当性, 第２に, 善
意の手形取得者よる手形の処分の困難, 第３に, 訴訟の循環である｡
第３. 小括
まず, 基本的発想として, ｢人的抗弁不対抗説｣ をとるべきであると
考える｡ そうすると, 悪意の手形取得者に対しては ｢悪意の抗弁｣ をつ
ねに認めることになると解されるかもしれない｡ しかし, そうではなく,
結論としては, 原則として, 悪意の手形取得者であっても, 手形債務者
からの悪意の抗弁の対抗を受けず保護されるべきであると考える｡ しか
し, 例外的に, 手形取得者Ｘが, 善意者Ｂが手形を取得する以前, すな
わち, 人的抗弁の対抗が制限される以前から, 人的抗弁の存在につき悪
意の場合は, ｢悪意の抗弁｣ の対抗を受けると解すべきである｡
根拠および理論構成は以下のとおりである｡
まず, 抗弁の対抗を否定する説 (｢善意者地位承継説｣) の ｢善意の手
形取得者による手形の裏書譲渡の自由の保障｣ という価値判断と抗弁の
対抗を肯定する説 (｢属人性理論説｣, ｢人的抗弁不対抗説｣) の ｢悪意者
｢人的抗弁の制限後における悪意者の手形取得と人的抗弁の対抗｣
(新里)
()
() 土橋・前掲注 (２) 論文 (青法) 頁, 同・前掲注 (２) 論文頁｡
を保護すべきではない｣ という価値判断の相剋, すなわち, 善意者の保
護と悪意者の排除を比較衡量した場合, どちらが優先するであろうか｡
手形の流通性の確保ないし強化は手形法および手形法学の重要な理念
である｡ この理念からすると, 善意者Ｂの保護を優先すべきである｡ 善
意の手形取得者Ｂが保護されるというのは, 権利行使に障害がないとい
うことであり, 権利行使には, 手形振出人である手形債務者Ｙに対する
手形金支払請求だけではなく, 手形債権の譲渡がある｡ 善意の手形取得
者を保護するということは, この取得者Ｂが自己の取得した手形債権を
完全にかつ迅速に利用できる, すなわち, 他の者Ｘに手形を完全に有効
に譲渡できることを意味する｡ この相手方Ｘが原因関係上の瑕疵である
人的抗弁の存在を知る場合には, この権利を有効に取得できないのであ
れば, 結局, 善意の取得者Ｂは自己の有する権利を自由に処分できず,
その権利行使を制限されてしまう｡ したがって, ｢善意者地位承継説｣
の根拠である善意者による譲渡という権利行使の保障も重視する必要が
ある｡
しかし, 他方で, 悪意の手形取得者は保護すべきではないという価値
判断も考慮する必要があろう｡
そこで, この両者の結論を調和させる必要性が生ずる｡ その必要性を
充たすため, 以下のように解釈することはできないであろうか｡
第１に, 善意者の保護と悪意者の排除については, 善意者の保護を優
先して考える｡ すなわち, 原則として, 手形債務者による悪意の手形所
得者に対する ｢悪意の抗弁｣ の対抗を否定し, 悪意の手形取得者による
手形債務者に対する権利行使を認める｡ この原則的悪意者保護の結論は,
手形の流通性, 手形取引の安全の見地から善意者の権利行使の一態様
である手形債権の譲渡を保障するという価値判断から正当化されるであ
ろう
()
｡
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() 川村・前掲注 () 書頁は, ｢善意の取得者の保護の反射的効果とし
第２に, その一方で, 手形法条但書の悪意者の排除という価値判断
も考慮する必要がある｡ そこで, 前者Ｂが善意で手形を取得する時点を
基準に, 抗弁の対抗を判断する｡ すなわち, ①手形の現所持人である悪
意の手形取得者Ｘが, 前者Ｂが手形を善意で取得する前に抗弁の存在に
ついて悪意であれば, ｢悪意の抗弁｣ の対抗を受ける｡ これに対して,
②手形の現所持人である悪意の手形取得者Ｘが, 前者Ｂが善意で手形を
取得した後に抗弁の存在について悪意になった場合には, ｢悪意の抗弁｣
の対抗を受けない｡
以上のように解することで両者の利害の合理的な解決になるのではな
かろうか｡
そうすると, ｢悪意の抗弁｣ の対抗が認められる場合の批判ないし不
都合を解決する必要が出てくる｡ すなわち, 第１に, 悪意の取得者は
｢債務者ヲ害スルコトヲ知リテ取得シタル者｣ に該当しないという点,
第２に, 訴訟の循環が生ずるという点である｡ この２の難問については,
以下のように考えれば, 解決できると考える｡
第１の点については, ｢債務者ヲ害スルコトヲ知リテ取得シタル者｣
には, 手形法学上, 想定されている自己が手形を取得することによって
結果的に債務者を害することになる者だけでなく, Ｘのような, 善意者
が介在したことですでに債務者が害されている状態にあることを知って
いる者も含まれると解すべきである｡ なぜなら, 前者の悪意者と後者の
悪意者の間に, 悪意の抗弁を対抗されることについて, 差はないと考え
るからである｡
第２の点については, 善意者である中間裏書人Ｂが遡求義務を負う場
合も, 所持人Ｘが ｢悪意の抗弁を対抗されて｣ 主債務者Ｙに請求できな
い場合は, ｢遡求義務の二次性から｣ 所持人Ｘは善意者Ｂにも遡求でき
ず, 遡求・再遡求の方向に回避することを認められないと解すべきであ
｢人的抗弁の制限後における悪意者の手形取得と人的抗弁の対抗｣
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て譲渡の相手方が善意・悪意を問わずに保護されるという価値判断は, 手
形法上広く一般にとられている｡｣ と述べている｡
ろう｡｣ という指摘がある
()
｡ また, 訴訟の循環に関して, ｢そもそも遡求
できないと考える余地があろう
()
｣ とし, ｢条の解釈として不対抗説を
とると, 遡求義務者は手形債務者が所持人に対して有する人的抗弁をもっ
て遡求を拒絶することができ, 拒絶すべきである｣ との指摘がある
()
｡
結論としては, これらの指摘は妥当であると考える｡
私見としては, 従来の ｢人的抗弁不対抗説｣ ではなく, 基本的には善
意者保護ないし取引の安全の確保の観点から, 悪意者でも保護されるが,
保護される対象は, 善意者が介在した後に人的抗弁の存在について悪意
で手形を取得した者であって, これに対して, 善意者が介在する前から
人的抗弁の存在を知っていた者は保護すべきではなく, 第一次的な主た
る債務者である手形振出人に対しては請求できない｡ そして, 第一次的
請求ができないとことから, 第二次的な遡求もできないと解すべきでは
なかろうか, と考える｡
第６章. ｢戻裏書による手形取得と人的抗弁の対抗｣
善意者Ｂが, 第三者Ｘではなく, 自己の前者であるＡに対して手形を
裏書譲渡した戻裏書をした場合について, 争いがある｡ 結論としては,
戻裏書によって再取得した者Ａに対して, 抗弁の対抗を認めている｡ し
かし, この結論に至る理論構成において争いがある｡
第１. ｢善意者地位承継説｣ を前提とする見解
多数説は, いわゆる ｢人的抗弁の属人性｣ をその理由としてあげてい
る｡ すなわち, 人的関係に基づく抗弁は, 人そのものに付着するもので
あるとし, 抗弁の対抗を受けるべき元の所持人によって手形が再取得さ
れれば, 再取得までに善意者が介在しても, 手形債務者は, 人的抗弁は
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() 高窪・前掲注 (	) 書 (現代) 

頁｡
() 弥永・前掲注 () 書頁｡
() 弥永・前掲注 () 書頁｡
当然に再度対抗することができる, としている
()
｡ ただし, この見解は,
｢属人性理論説｣ とは異なり, 戻裏書の場合にのみ ｢人的抗弁の属人性｣
を持ち出し根拠としていることに注意する必要がある｡
この見解に対しては, 以下の批判がある｡
第１に, ｢善意者地位承継説｣ による場合, いったん善意者のもとで
抗弁が切断されれば, 爾後善意者の地位が承継されるはずであるが, 抗
弁の対抗を認めるという結論は, 矛盾している, 理論的な一貫性がない
との批判がある｡
第２に, ｢	
の原則を背景とする本来の債権承継説では, 抗
弁はつねに実体的権利に付着して承継されていると解すべきであって,
この場合だけ属人的だというのは勝手な理論のように見える｡｣ という
批判である
()
｡
第３に, ｢属人的なら, そもそも一般に承継されることもなく, 切断
される必要もないはずであり, 抗弁制限の一般法理とも矛盾する｡｣ Ｂ
が善意で抗弁が切断された場合だけ, 抗弁がＹＡ間に ｢残るという説明
のしかたをする以外になかろうが, ほんらいの債権承継説と調和しがた
い｡｣ という批判である
()
｡ また, ｢人的抗弁は人的関係の当事者に付着す
るから再取得後も対抗できるとする説 (これを 『属人性の理論』 という)
が有力であるが, 債権承継説では, 抗弁事由は属人的であっても, 人的
抗弁は切断されてシェルター・ルールに服することになるから, 再取得
の場合だけ属人性を唱えるのは無理である｡｣ という批判である
()
｡
第４に, ｢債権承継説では悪意の抗弁で処理するのが無難であり｣, Ｙ
が ｢人的抗弁を対抗できるという結論をとるには, …, 一般に人的抗弁は
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() 木内・前掲注 () 書 (企業) 頁｡
() 高窪・前掲注 () 書 (現代) 頁｡
() 高窪・前掲注 () 書 (現代) 頁｡ 同旨, 田邊・前掲注 () 書 (最
新) 頁｡
() 高窪・前掲注 () 書 (通論) 頁｡
生来承継されないという前提をとる必要があろう｡｣ と批判されている
()
｡
第２. ｢善意者地位承継説｣ を前提としない見解
１. ｢原始取得説｣
この見解は, 戻裏書により手形を再取得した場合において, ｢再取得
者は, 人的事由の当事者であるから, 悪意の抗弁を認めることもできる
が, むしろ, もともと対抗しうる人的抗弁があるのだから, これを対抗
させるのが自然である｣ と述べている
()
｡
２. ｢属人性理論説｣
この見解は, ｢この理論によれば, 戻裏書による再取得者に対して債
務者は人的抗弁を対抗できるのは当然である｡ 善意者から戻裏書を受け
たことは何ら問題にならない｡ この者と債務者との間に人的抗弁事由が
あるかどうかだけが問題である｡｣ と述べている
()
｡
３. ｢人的抗弁不対抗説｣
この見解は, ｢私見に基づけば, 戻裏書により手形を取得した者に対
する抗弁の対抗は当然のこととなる｡ 常に抗弁は移転し, 戻裏書により
手形を再取得した者は当然にその抗弁について害意を有する以上 (ここ
での害意の認定は, 満期において手形債務者が抗弁を主張することが確
実であるとの認識を有していたと解すれば容易であろう), 対抗を受け
ることは何ら問題はない｡｣ と主張する
()
｡
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() 高窪・前掲注 () 書 (現代) 頁｡
() 高窪・前掲注 () 書 (通論) 	～	頁｡
() 田邊・前掲注 () 書 (最新) 	頁｡ 同旨, 安倍・前掲注 (２) 論文
頁, 上田・前掲注 (２) 論文８頁, 長谷川・前掲注 (２) 論文～頁｡
() 土橋・前掲注 (２) 論文 (青法) ～頁, 同・前掲注 (２) 論文 (田
中) 頁｡
第３. 小括
戻裏書における人的抗弁の対抗の可否については, 抗弁の対抗を認め
るという結論については, 問題はないと考える｡
理論構成としては, 以下のように考えるべきである｡
手形法条に関しては ｢人的抗弁不対抗説｣ にたつ｡ しかし, 基本的
には善意者保護ないし取引の安全の確保の観点から, 悪意者でも保護さ
れる｡ ただし, 保護されるのは, 善意者が介在した後に人的抗弁の存在
につき悪意で手形を取得した者である｡ これに対して, 善意者が介在す
る前から人的抗弁の存在を知っていた者は保護すべきではない｡ 戻裏書
は後者の典型的な事例である｡
おわりに
本稿の目的は, ｢善意者介在後の悪意者の手形取得と人的抗弁の対抗｣
という問題に対し, 最高裁および通説が採用する ｢善意者地位承継説｣
を前提とし, 個別の問題として, 個別的な対応をとったために生じた理
論上の一貫性の欠如, 矛盾の存在を解消することであった｡ すなわち,
矛盾のない理論上の論理的統一性をもった解決の模索であった｡
そして, その模索のために, 裏書の本質, 人的抗弁の承継, 手形法
条本文所定の ｢人的抗弁の制限｣ の制度趣旨および理論的根拠, 同但書
所定の ｢悪意の抗弁｣ の性質を検討した｡
おわりに, 各論点に関する私見をまとめて, 本稿を終えたい｡
第１に, 裏書の本質に関しては, ｢原始取得説｣ でなく, ｢債権承継説｣
を採るべきであると考える｡ 第１の理由は, 所有権理論の効用自体に関
する問題である, 第２に, 手形法条の文言との整合性である｡ 裏書は,
譲渡人が有する手形上の権利を譲受人に移転する, 承継するものである｡
第２に, 人的抗弁の承継については, ｢人的抗弁承継肯定説｣ を採る
べきであると考える｡ 理由は上述した通りであるが, 特に, 当事者間の
利害のバランスである｡ 確かに, 手形法の理念である, 手形の支払性の
｢人的抗弁の制限後における悪意者の手形取得と人的抗弁の対抗｣
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確保ないし強化, 手形の流通性の確保ないし強化の観点からは, 手形行
為の有因性の無因性化, 物的抗弁の人的抗弁化は必要であろう｡ しかし,
他方で, 振出人は支払を拒絶することのできる抗弁が存在するのであれ
ば, その抗弁を主張したいと考えるのが合理的である｡ この手形債務者
の利害にも配慮し, 人的抗弁の承継を認めるべきであると考える｡ この
点に関しては, 手形取得者が手形債務者を害することを知りて手形を取
得した場合には, ｢悪意の抗弁｣ が対抗できるから, 結論に変わりはな
いとの反論があるかもしれない｡ しかし, ｢人的抗弁承継肯定説｣ の第
５の理由にあるように, 抗弁は移転しないとの考え方によれば, 手形債
務者が害意をもって取得した者に対して対抗できる抗弁は, 権利濫用な
ど一般悪意の抗弁に類似した抗弁になり, 手形法条が ｢所持人ノ前者
ニ対スル人的関係ニ基ク抗弁ヲ以テ｣ と定めていることと整合性をもた
ない結果となる｡
第４に, 手形法条本文の内容ないし趣旨に関しては, ｢政策説｣ を
前提に ｢人的抗弁不対抗説｣ を採るべきであると考える｡ 理由は, 上述
のとおりであるが, 特に, 	の原則に忠実に従うべきであり,
｢人的抗弁切断説｣ は ｢善意者地位承継説｣ の前提であり, ｢善意者地位
承継説｣ に立つ場合には, 手形の再取得者の保護における理論構成にお
いて, 矛盾や, 理論の一貫性の欠如など問題がある｡ ただ, この ｢人的
抗弁不対抗説｣ に立つ場合に, ２つのクリアしなければならない問題点
がある｡ 第１の問題は, 抗弁制限の趣旨の明確化, 第２の問題は, 民法

条と手形法条の原則と例外の逆転的解釈の解明である｡ 第１の問題
に関しては, 手形の支払の確実性の確保及び強化, 手形の流通性の確保
及び強化による, 手形取引の安全があげられると考える｡ 第２の問題に
関しては, 民法
条の ｢善意｣ の文言の趣旨と手形法条の ｢悪意の
抗弁｣ の趣旨, そして, 民法
条と手形法条の関係を説明すればよ
いのではなかろうか｡
第５に, 手形法条本文の理論的根拠に関しては, 基本的に, ｢権利
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外観説｣ が妥当であると考える｡ 帰責性が存在しないという批判につい
ては, 原因関係上の抗弁が生じた, または, 抗弁が生ずる可能性がある
状況において, 手形を回収するなど, 支払を阻止する対応をとらずに,
手形を流通に任せておいたことについて, 手形行為者には帰責性が存在
すると考えることができるであろう｡
第６に, ｢悪意の抗弁｣ の性質については, ｢債権承継説｣ に立つ限り,
｢悪意の抗弁｣ は, 前者の人的抗弁を承継したものと解すべきである｡
第７に, ｢善意者介在後における手形の悪意取得と人的抗弁の対抗｣
に関しては, 以下のように構成することが理論構成に矛盾のない, 理論
上一貫した結論を導き出すと考える｡ すなわち, 第１に, 原則として,
手形の流通性, 手形取引の安全の見地から, 善意者の権利行使の一態様
である手形債権の譲渡, つまり, 悪意の手形所得者の権利取得後の行使
を認める｡ 第２に, その一方で, 前者が善意で手形を取得する時点を基
準に抗弁の対抗を判断する｡ すなわち, ①前者が手形を善意で取得する
前に, 手形の現所持人である悪意の手形取得者が, 人的抗弁の存在につ
いて悪意であれば, ｢悪意の抗弁｣ の対抗を受ける｡ これに対して, ②
前者が善意で手形を取得した後に, 手形の現所持人である悪意の手形取
得者が, 人的抗弁の存在について悪意になった場合には, ｢悪意の抗弁｣
の対抗を受けない｡
そして, このように ｢悪意の抗弁｣ の対抗が認められるとする解釈に
よると, 第１に, 悪意の取得者は ｢債務者ヲ害スルコトヲ知リテ取得シ
タル者｣ に該当しないという問題点, 第２に, 訴訟の循環が生ずるとい
う問題点が生ずるが, 以下のように解釈すべきである｡ 第１の点につい
ては, ｢債務者ヲ害スルコトヲ知リテ取得シタル者｣ に, 手形法学上想
定されている自己が手形を取得することによって人的抗弁の対抗が制限
され結果的に債務者を害することを知っている者だけでなく, Ｘのよう
な, 善意者が介在したことで人的抗弁の対抗が制限され, すでに債務者
が害されている状態にあることを知っている者も含まれると解するので
｢人的抗弁の制限後における悪意者の手形取得と人的抗弁の対抗｣
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ある｡ そして, 第２の点については, まず, ｢人的抗弁不対抗説｣ に立
つ｡ しかし, 従来の ｢人的抗弁不対抗説｣ ように, 人的抗弁が存在する
場合に, 手形債務者が, この人的抗弁の存在について悪意で手形を取得
した者に対して, 常に, ｢悪意の抗弁｣ を対抗できることを原則とする
とは考えない｡ そうではなく, 基本的には善意者保護ないし取引の安全
の確保の観点から, 悪意者でも保護される｡ ただし, 上述のとおり, 保
護される対象は, 善意者が介在した後に人的抗弁の存在につき悪意で手
形を取得した者である｡ これに対して, 善意者が介在する前から人的抗
弁の存在を知っていた者は保護すべきではない｡ すなわち, 第一次的な
主たる債務者である手形振出人に対しては請求できない｡ そして, 第一
次的請求ができないことから, 第二次的な請求である遡求もできないと
解することができるのではなかろうか｡
最後に, ｢戻裏書による手形の再取得と人的抗弁の対抗｣ に関しては,
｢人的抗弁不対抗説｣ にたつ｡ しかし, 上述のとおり, 従来の ｢人的抗
弁不対抗説｣ のように, 人的抗弁が存在する場合に, 手形債務者が, こ
の人的抗弁の存在について悪意で手形を取得した者に対して, 常に,
｢悪意の抗弁｣ を対抗できることを原則とするとは考えない｡ そうでは
なく, 基本的には善意者である手形の裏書人の保護ないし取引の安全の
確保の観点から, 悪意者である手形の被裏書人でも保護される｡ ただし,
保護されるのは, 善意者が介在した後に人的抗弁の存在につき悪意で手
形を取得した者である｡ これに対して, 善意者が介在する前から人的抗
弁の存在を知っていた者は保護すべきではない｡ 戻裏書は後者の典型的
な事例である｡
以上のように解すれば, 最高裁や通説の考え方に存在する理論上の矛
盾ないし不統一性は解消されると考える｡
抗弁論に関しては, 従来, 多くの先行研究がある｡ しかし, 手形法の
議論が当てはまる電子手形の利用を促進するためには, さらなる研究が
必要であろう｡
中京法学巻３・４号 (年) ()
【付記】中京法学巻３・４号は, 石川一三夫先生および平川宗信先生の退職
記念号である｡
両先生の教育・研究・大学内外における諸活動から, 多くの教えを得ること
ができ, 私にとって, 両先生は, 大学教員の師のような存在であり, 大変,
お世話になった｡
ここに, 本拙稿をもって, 心から感謝を申し上げると共に, 今後のご健勝と
ご活躍を祈念する｡
｢人的抗弁の制限後における悪意者の手形取得と人的抗弁の対抗｣
(新里)
()
